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小売商と再販売価格維持（上）  

中  野  安  

313  

Ⅰ 再販売価格維持問題の発生   

（Ⅰ）発生基盤 再販売価格維持問題は資本主義の独占段階への移行ととも 

現われる。すなわち，それはとくに消費財産業に．おける寡占企業の生成・発  

展，それゆえまたブランド品ないしトレード・マーク品の重要性増大とそれに  

よる商業部門における価格競争の激化に，その発生基盤をもつ。   

典型的にほ，全国広告にバックアップされた有名ブランドの出現に・よって，  

配給米（といってもこ 

（1） 争の展開は重要な物質的基礎を得る。凛準化された大患生産の有名ブランド  
は，有名であるがゆえに小売商問の価格比較を容易にする。それは，価格競争  

展開の統山的基盤を提供し，あたかも価格引下げの度合いを測定する統一・的計  

器のどとき役割を果すのである。換言すれば，それは小売業者が消費者にプラ  

イス・アピ－ルするさいのもっとも好都合な手段となるのである0 したがっ  

て，寡占企業の出現・発展ほ，皮肉なこ・と紅，必然的紅小売部面に・おける価格  

競争を激化させるわけである。もちろん，有名ブランドの増加が小売商に・あた  

える影響はこれに．とどまらない。それは小売商の「均質化」を推進し，参入障  

（2） 壁の低下を惹起することに′よっても蔑争を激化させるであろう0   

さて，かかる小売価格競争の激化ほ，小売商側紅．も，寡占企業側に・も，複雑  

なイムパクトをあたネ，それぞれの側に甫坂売価格維持の内在的要求を生ぜし  
める。  

（ⅠⅠ）寡占企業における「維持」要求の出現 一・般に．寡占体制下において競争  

（1）Cf．AlexHunter，Combeiiti’on andihe Law，1966，pp．195－6；E．T・Grether，  
“‘FairTI・ade，Price Regulationin Retrospect andProspect，”in Changing Per・   
Sbectivesi7iMdrkeiing，edN by王Iugh G，r Wales，1951（以下GretherIと記す），   
p．198．  

（2）有名ブランドがあたえるその他の影響については，∫∂gd 
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は価格競争から非価格競争へ移行するが，小売価格競争ほ，製造業に．おける寡  

占企業間の価格競争が衰退しても，それといちおう無関係に．展開されうる。産  

業部門に．よっては，製造業に．おける価格競争の藤娘と小売部門に．おけるその激  

烈な展開とがセットに．なっているという事態ほ，けっして珍しいことではない  

し，かかる情況が前著に．よって巧妙紅利用されているばあいもある、（たとえ．ほ  

アメリカでほ，タバコ産業のシガレットなど）。   

こ．のように．，小売価格競争がもっぱらディーラーの負担のもとになされるば  

あいや，それが局地的にとどまる限りは，寡占企業ほそれから利益を得こそす  

れ損をすることはなく，それゆえ再販売価格維持にたいする関心をもたない。  

寡占企業がみずから進んでそれに関心をよせるのは，小売価格競争の展開が  

一有名ブランドはその基礎となるのであるが一広範囲におよび，ディーラ  

ー・マー汐ンの低下に．よる小売業者の販売努力の減退，取扱い店の減少，卸売  

価格の引下げ・高書帽Fの要求その他，一言でいえば小売商のSales resistance  

の寡占企業への「跳返り．」（とその結果としての寡占企業間シェアの変動）が生  

じ，寡占企業のインタレストを侵害するがごとき事態に．立ちいたったときだけ  

である。これをぎゃくの側面からみれば「再販売価格推持行為ほ競争の不快さ  

（さ） からのひとつの隔離物として有用である」ということになる。  

（ⅠⅠⅠ）小売商における「推持．」要求の出現 製造業に比し圧倒的多数の小規  

模企業を擁する小売商楽部門では・，一般に・価格競争の消滅はきわめて困難であ  

る。もちろん，こうのぺるさいには，地域独占が比較的容易で，価格競争の微  

弱な農村・地方市場は捨象されている。かかる市場に．おいては，価格切下げに．よ  

る売上げ増加ほあまり期待できないため，再販売価格を維持されていないプラ  
（4）  

ンドでも，じじつ上，指示ないし推奨価格が循守される′ととが多い。したがっ  

てここでの問題に．なりえないのである○問題は都市部に．ある0 こ．こでほ．，魂ず  

からの内部に．おける集中・集積を通じての価格競争の終娘はきわめてむずかし  

（3）AいH11nter，Ob．cit．，p．213．  

（4）Cf．CarlI∴Kanterand Stanford G，・Rosenbl11m，“TheOperationof FaiトTrade   

PI・OgIamS，’，肋γ・ぴαグ・♂エ朗打払朝βめ，Vol．69，No．2，Dec．1952，pp．325－6．   
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い。じじつ，都市部紅おける小売価格競争ほはば普遍的なのである○それほ，  

さしあたり，小売商の経営タイプの相違紅無関係で，いわば個別商業資本間に 

－一般的なものとして存在する。さて，かかる価格競争戦の過程で，一席の脅威  

をうける小売商が現われるのは不可避であると同時に・，かかる小売商に救済＝  

再販売価格維持の内在的要求が生れるのも必然的である○   

上述より，百貨店，通信販売店，チエ∵†ン等の大規模小売商の普及以前から，  

相対的に．微弱とはいえ，再販売価格維持要求が存在した理由があきらかに・なっ  

たとおもわれる。しかし小売価格競争の存在態様は，具体的にほ，各小売分野  

どとに．，その編成状態の差異に規定されて，大いに．異なっているし，それを  

反映して再販売価格維持への内在的要求の強度もそれぞれ相異ならざるをえな  

い。そこで，この点を・－・・般的に考察しでおこう0   

まずある小売商業分野が，伝統的にせよ革新的にせよ，多少の盈的相違はあ  

っても，基本的に．ほ同・一の経営タイプの小売商が支配的な等質の編成一単一  

編成型－・－ならば，各小売商の再販売価格維持に・たいする態度ほ，つぎのどと  

きものとなろう。このばあい，各小売商は基本的に等質なのであるから，その  

経営方法や能率紅大差はない。したがって，価格競争も高能率経営という客観  

的根拠をもつというよりも，きわめて商略的性格のつよいものとなろう。そし  

て，そのいみに．おける能力を有する企業ほ．，再販売価格維持がかれらの活動を  

拘束するものとして，反対するであろう○しかし，価格競争率関の客観的に・独  

自な根拠に．もとづくものでないがゆえに・，その政策は－・般的に腰フォローされ  

やすく，ただちに．効果を相殺されよう○したがって一般に間飲的に・おこなわれ  

ることが多い。かくして，単一編成塾に‥おいては，価格競争は相対的紅は激し  

くなく，原寧的紅は非価格競争，したがってまた再販売価格維持費成へ傾斜し  

やすい。とほいえ，通常の状況では再販売価格維持をつよく要求するこ・ともな  

い0   

づぎに，伝統的と革新的との異質な二つの経営タイプがそれぞれ重要な地位  

を占める披合編成型のばあいはどうであろうか0このばあい，革新的大規模小  

売商による価格競争の展開は持続的かつ激烈となる○なぜなら，サ・－ダイスの   
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カット，大患低価格仕入れおよび高能率経営という客観的根拠をもつうえ．に．，  

「■ぉとり販売」等の商略的性格のつよい方法をも，大規模経営のためストック  

しうる品目が多く，広告の広範な利用が可能なため，有利に．，しかも組織的・  

系統的把展開しうるからである。これによって＼伝統的小売商がうける脅威はき  

わめて深刻である。といっても，もちろん多数の小売商が急速に駆逐されるよ  

うな事態は起りえない。ただ，ここでほ－・定の客観的じじつが主観的要因によ  

っでさら紅増幅され，・それに．よってかれらのどヘイグィア」－が規定される点が  

（5） 重要なのである0   

さて，このように増幅された脅威に・よって，複合編硬塾に寓ける伝統的小売  

商の再販売価格維持要求はきわめて激しいものとなる0それと同時に・，再販売  

価格維持に反対する百貨店，通信販売店，チエー∴ン等の近代的大規模商ほ．，運  
（6）  

動展開に必要な絶好の敵レムポルに．されるのである0   

しかし，複合編成型といえども，革新的大規模小売商がそのシ宣アを－絶  

対的なものでほないが－はぼ飽和点近くまで拡大し，価格競争に・よ卑伝統的  

小売商のシェア便蝕の見通しが困難に．なり，革新者相互間の麹争が前面に・でて 

くる段階紅到達すると，価格競争回避・非価格競争志向の傾向が濃厚となる0  

これは複合編成型の単賓編成型への移行のばあいか；または複合編成塾のまま，  

新旧小売商の一前者の保守化に．よる－「平和共存」化のばあいに起る重態  

である。とくに後者のばあい，後述するドラッグ業や食品業のように・シェアは  

（5）それゆえ，たとえば，チ．ェ．－ンのレ．ェ．アが高くない州にも公正取引法や反チェ・－・ン栽   
法が制定されているじじつから，これら立法の要求が大規模小売商の成長＝独立商のシ   
ェア侵蝕と無関係であるとし，それに代って不況へのリアクリヨソとしでの側面を強   
調する（PearceC．Kelly，“Recent Price－・Regulating Legislation，：’Journalqf 
爪ゐ′烏β才f〝g，Vol．2，No．1，加1y1937，p・・51）のは近視眼的誤りである。公正取引   
法制定運動は，後述のどとく，たしか紅1930年代の不況期紅アクセンチ．ユ・エイトされは   
したが，しかしそれは好・不況に関係なく長期紅わたって展開されてきたのである（GIe－   
thertI，pp．．201，215）。全国的規模の小売同業組合による運動であったこと，チ．z：⊥   
ソのシ．ェアの低さは将来の進出余地の大きさを示すにすぎぬこと，全面救済塑再販売価   
格維持要求が30年代の不況期に・とくにつよくなったこと，等々の理由紅より上記のどと   
き状況が生れたのである。  
（6）「価格規制への情熱軋部分的には，配給の新規勢力に虎直する激しい敵意のひとつ   
の現われである」（TNECMonographNo・17，Problemsqf．SmallBusiness，1941，   
p．．190）。   
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とくに．大きくなくても，さらに新たな革新者が出現することに・よって－，その脅  

威をうける担いたった旧革新者が急速に保守化を進めることがある0   

このように．して，業界の圧倒的多数が，再販売価格維持＝ディーラー・マ⊥・  

ジンの保証に．よる業界編成の現状維持＝凍結を要求するように・なる0とくに・，  

不況等がこれにからんでくると，「イスタブリッシ．ユ．メソト」の構成メムバーの  
（7）  

保守化傾向はいっそうつよまるであろう0   

そのばあい，もし再販売価格維持要求が伝統的小売商の要求する路線でまと  

められるならば，価格競争の排除に．よる救済という一本来のそれがもっ七い  

た・・－いわば消極的な形態ではなく，消費者の犠牲のうえ私立った既存業界の  

全面的救済＝高ディーラー・マージン保証要求という積極的形態をとっ七く  

る。これに．たいして・，もし新たな革新者のはげしい価格競争のみに・脅威を感じ  

る旧革新者のり・－ダーシップないしつよい影響力のもと軋価格規制要求がまと  

められると，消極的形態の再販売価格維持かまたは原価割れ販売禁止（pI■0・  

hibition of sales below cost）型の要求となろう0   

以上のごとく，再販売価格維持への内在的要求ほ．，伝統的小売商の圧倒的多  

数と成熟ないし保守化した革新的小売商に塵じ，それへの反対は，価格競争を  

資本蓄積の最有力手段に．している一大多数ほ革新的一小売商に・よっておと  

なわれる0しかし後者のばあいは，主としてその発達につれ，価格競争がかか  

る手段として有効でなくなり，したがって再販売価格維持費成へと転換する可  

能性がつよくなる。これに．たいし前者では，その要求は持続的である○  

（ⅠⅤ）要約 上述のごとく，再販売価格維痔の内在的要求は，消費財産業に 

おける寡占企業の存在，したがってまた有名プランドの存在と小売商業部面紅 

おける価格競争という二大基盤に．立脚して，寡占企業側では．「跳返り」作用を  

不可欠の媒介項に，小売商に．あっては，その強度を業界編成＝競争関係に．規定  

されつつも，価格競争からストレートに発生してくるのである。そのい魂では，  

またその限りでは，「価格維持への其のインセンチイヴは生産者からではなく，  

（7）Cf．E．T．．Grether，Pyice－Controlt7nder Fair7ケade LegisIation，1939（以下   
GretherⅡと記す），pp．．249－51．   
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（8）  

配給業者から生じる」といってよい0   

さて，われわれのかかる把握からすれば，つぎのごとき稲垣氏の分析の曖昧  

さはただちに．あきらかとなろう。すなわち氏はいう，「『再販売価格維持』 

ほ，生産力の社会的発展が市場を拡大させ，－－・方では．製造業者の産出規模を増  

大すると共に・，他方では流通過程が複雑化してくるところから，生じてくる 
し9）  

」これでほ再販売価格維持問題は，歴史的に．みて，産業資本主義段階に・おい  

ても存在するとしなければならないだろう。じじつ，氏に．あってほ，その「問  

題ほ．，産業資本主義の発展段階に．生起する生産部面での企業資本相互間の競争  
（10）  

が，流通部面に激しく顕在化する過程に．おいて，初めて姿を現わして－くる…111・．」  
（11）  

とされている。しかし，すでに．のぺたどとく，再販売価格維持問題ほ．，理論的  

●● に．一．も歴史的にも，寡占企業の出現，したがってまた資本主義の独占段階に周有  

の問題なのであって，産業資本主義段階に．おいですで紅存在し，独占段階にお  

（12） いて「あらたな役割で招き寄せられる一」ようなものではけっしてないのである。  
（Ⅴ）再販売価格推持要求の論拠 再販売価格維持の要求は，表面的に．は，小  

（18） く14）  

売南側からは「損失おとり販売（lossleader selling）．」なる“evil＄’’防止を，寡  

占企業側からはそのグッドウィル擁護を，口実ないし「煙幕．」としてだされた。  

前者紅ついては，もちろん，すべての有名ブランドが「損失おとり販売」に．適   

（8）Edwin RルA．Seligmanand Robert A・Love，Price CuttingandPyice肋in・   
ね〝α〝Cβ，1932，p．198．  

（9）稲垣慶一「商品流通の展開にともなう『再販売価格維持制度』の役割」『経済学年誌』5   

号，1968年3月，45ぺ一汐。  

はα 同上，52ぺ－・ジ。  

皿 なおさら酷評しくは後出Ⅴをみよ。  
個 稲垣，前掲，59ぺ一汐。  
u3）その他，baitselling，predatoEypricecutting，prOfitlesssellingなどと呼ばれる。  

仏心 一・般紅つぎの諸点が指摘される。すなわち，賃金切下げ，利潤減少，品質低下，生産   

破壊，在庫予測の困難，金融上のロス，コスト引上げ，消費者紅有害，等々○ここでは   

かかる個々の指摘の正否は問わないが，「損失おとり販売」自体は競争戦遂行上の「正   
当な行為」「（A．Hunter，Ob・Ci’i．，p・220）といって：よい。Yameyも，「損失おとり販売」   

のコントロ－ルに疑問をだしている。Cf”B．S．Yamey（ed・），Resale PriceMdi’n－   

fβ〝α〃Cg，1966（以下YameyIと記す），p．．18；点郎聞伽戒c“げ鳳雛南ア祓㍑朋妨痴・   

nance，1945（以下YameyI［と記す），ppU94－107 
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しているわけでほない。高価格品，ディーラー・のメイン・ラインのもの，買い  

だめできるもの，価格弾力性の低いもの，等は不適当であり，ぎゃく軋広範に 

使用されるもの，標準化され，高マー・ジン，購買頻度の高いものは適当であろ  
（16）  

う。しかし，これらもけっして絶対的要件ではない。そのうえ「損失おとり販  

売」を再販売価格維持の口実として利用する限りでは，そ・の適・不適，適格品  

の稀少性，さらにはその存在自体さえも，問題に・なりえない0したがって，小  

売価格切下げが経費削減，大豊・低マ・「汐ン販売等の合理的根拠を有する正当  

（18） なものか，それともまったく商略的なそれか，あるいは，たんなる「おとり販  
売（leaderselling）」かそれとも「損失おとり販売」なのかほ，さしあたり問  

（17） 題に．なりえない。じじつ「おとり販売」ないし「損失おとり販売」なるもの  
（18） は，一般に．，合理的根拠のない，きわめてエモーショナルな表現なのである0  
そして，価格競争の存在自体が，必然的に「損失おとり販売」とその“evils’’の  

（19）  

誇張を導き，再販売価格推持の口実とされるわけである0   

一見してあきらかなように．，「損失おとり販売」防止それ自体ほ，必然的に 
（20）  

再販売価格維持に．結びつくものではない。に・もかかわらず，強引にかかるもの  

として－主張されたということほ，「再販売価格維持の本質が価格競争の規制で   

く21）              （ね ある」ことを端的に．示すものであろう。  
u5）詳しくは，A・Ⅱunter，02・Cit．，pp・214・－20；TNECMonograph、No小17，pp・190－   
3；E．R．A．Seligmanand R・An．Love，0♪cirt．，pp・153－5，参照。  

a6）価格切下げの多くほ合理的根拠を有するといわれる（R・Cassady，Jr．，“Maintenance   
of Resale Prices by Man11facturers，，，Quarter．y．Journalqf’Economics，Vol．53，   
No．3，May1939，p．463）。  
抑 FederalTradeCommission，Reborion Resale Price Maintenance，1945（以下   
FTCIと記す），p．1iv・  

仏8）乃材．，pp．lvi，258・  

u9）YameyI，p．18；E・R・A・Seligman and R・A・Love，Obu cit．，p・189・  

鋤 Yamey Ⅱ，ppL・96－98・福田敬太郎「アメリカの『公正取引』政策一再販売価格練   

持と原価割れ販売禁止を中心として－」（高垣寅次郎編『アメリカ経済政策の研究．』所   
収，1957年）274－5ぺ・－ジ。  

位封 FTCI，p．・1Ⅹi 

朗lにもかかわらず，わが国でほ「再販売価格維持制度の基本的論議において，物価問題   

は直接の関係をもたない。」（田島義博「小売業者におけるPricing Behaviorと再販売   

価格維持制度」く日本商業学会第18回－1968年慶一大会報告要旨〉1・ぺ」－ジ）とい   

うような主題が堂々と（？）なされている実情なのである。   
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後者は，価格競争の重要性を強調する再販売価格反対論（独占論）にたいし，  

その弁護論として主張された説である。その要点は．，トレイド・マー・クまたは  

ブランド所有者が定めた価格以下で販売することは，かれらのグッドウィルに 

たいする攻撃であり，「不公正競争」だという点紅ある。後述の，19∂6年合衆国  

最高裁のカリフォ・ルエア・イリノイ両州の公正取引法にたいする合憲判決はか  

かる見地に立つ。このような見解は，論理的に」は，「嶺失おとり販売」の畝なら  

ず，いっさいの価格切下げの封殺を要求しうるきわめて弁護論的性格のつよい  
く23）  

ものである。しかし，もちろんかかる見解に．は疑問がある。小売価格切下げに 

よって製造業者ブランドのグッドクイルが祝われるとはいえない。なぜなら，  

もともとグッドウィルほ価格と何の関係もなく，それはただ品質とのみ関係す  
（24）  

るものだからである。また，平野氏のいうように．，「……この主張は，小売業  

（2∂） 者側の積極的な要求に．よって行なわれる再販売価格維持に」は当てほまらない」。  
これは，それぞれの利害グループが，それぞれ勝手な口実を主題していること  

から生れるとうぜんの帰結といってよい。   

さて，このように．再販売価格維持が小売商と寡占企業のいずれの側からも，  

みずからのインタレストを守るため一表面上は大衆と中小企業擁護の美名の  

もと紅－の価格切下げ阻止僧置として要求されたことは，それが本来的紅価  

格引上げ的（すくなくとも，価格切下げ防止的という消極的いみでも）措置で  

あることを示している。その形態は，かならずしも固定価格である必要ほなく，  

最低価格あるいは最低・最高価格の設定という弾力的形態をとってもよい。一  

般に．，ヨ←・ロッパでは固定価格方式が，アメリカでほ最低価格方式が採用され  

ている。後者のばあい，べつに．「推奨価格（suggested price）」またはリスト・  

（23）Cf．CarlI．Kanter and StanfordG”Rosenbl11m，loc．cit．，p・319・  
餌 グッドクィル鋭への批判紅ついては，Q・IForrest Walker，“A Retai1Attit11de   
Toward Resale Price Fixing，，・Journalof’Marketing，Vol．Ⅰ，No．4，Abr・il  
1937，pp．54－5，および E，．TnGiether，“The FederalTrade Commission Versus   
Resale Price Maintenance，りJournalqf－Markeii’ng，VoIこ12，No．Ⅰ，July1947   

（以下GI・etbe工・Ⅲと記す），p‖11，を象鳳せよ。  

但5）平野常拾「再販売価格維持政策の批判と規制一一一欧米諸国における規制強化の動向   

－」『経営志林』4巻1号，1967年4月，14ぺ－ジ。   
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プライスが付される。だがそれは，たんに．推奨に．とどまらず，しばしば強制さ  

れることがある◇  

ⅠⅠ小売同業組合と再販売価格維持  

再販売価格維持要求の主力ほ，すくなくとも数のうえでほ，伝統的小売商  

（独．立商）である。しかし，かれらの圧倒的多数ほ．小規模分散的であり，それゆ  

え再販売価格維持要求が潜在的にほいかに強烈でも，それのみでは現実的カに 

なりえない。かれらの要求は，同業組合に・よって媒介されなければならない0   

しかし，小売業に．おける現実の同業組合のカほけっして強力とはいえない。  

その原因は，第一・に，小売業に．おける相異なる経営タイプの存在や地域性など  

に．もとづく利害の分化が，小売タイプ別・地域別同果組合の結成をもたらし，  

全体的結束を弱める点に・ある。たとえば，アメリカの配給業全体についてみる  

と，1930年代末現在で約8，軸0の卸・小売同業組合があったが，卸売業でほ，  

600組合のうち200が全国および州際規模で，他は州・地方規模であった○また  
く知〉  

2，900の小売同業組合のうち，わずか100組合が全国鱒よび州際規模であった。  

したがって，同業組合の結成ほ．，製造業に・あっては，しばしば実質的カルアル  

の結成をいみするのであるが，小売業においては一般紅そういうことはきわめ  

（2ア）  

＼  

第2は，独立商の低意識水準－それはさら机＼規模性に規定されるのであ  

るが一に規定された同業組合の組織率の低さに・ある。たとえば，後述するよ  

うに．，再販売価格推持運動で中心的役割を果したNARD（NationalAssocia－  

tionof RetailDruggists）は，1929年22，000，1939年に偲28，000のメムバ  

ーを有していたが，その組織率は5割の水準を大きく割っていた○またメムバ  

ー数4万以上でもっとも多く，NARDにつぐ役割を果したといわれるNARG  

（NationalAssociationofRetailGrocers）も，その組織率ほl割に・も満たな  

Q6）TNEC MonographNo・・17，p・165・・  

研）拙稿「NIRA期の小売業に．ついて」『研究年報』（香川大学経済学部）5弓，1965年，197－   
200ぺ－ジ参照。   
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かったのである。   

再販売価格維持軋たいし，即自的に収もっともつよい要求をもっているほず  

の独立商の低意識水準は，以下の謁査例に．よってもその－・端が窺われる。すな  

わちBaderがニ．ユーP・ヨークとその近郊で1938年におこなった調査によれば，  

ミラー・タイディングズ法（Miller－Tydings Act）および公iE．．取引州法（state  

fair tradelaw）について，そもそも「知っている」独立商は532，近郊店で221  

（計758）に．たいし，「知らない」ものはそれぞれ568，227（計790）と後者のは  

うが多かったのである。そしてドラッグ商でさえも，そ・の24％は「知らない」  
（篭）  

と回答している有様である。同年，テネシー州ノックスグィルでおこなわれた  

140店を対象に．した調査でも，公正取引法について「知っていた」ものはわずか  
（29〉  

34．3％にしかすぎなかった。   

したがって，同業組合活動の中核は，意識の比較的高い専業独立商の中上層  

といってよいだろう。かれらは，同業観合活動を通じてみずからのインタレス  

トを推進すると同時にり客観的に」は零細商のそれを代行するのである。しかし，  

かかる代行にならざるをえないとい．うことほ，昂ずからのカの魂に．依拠するタ  

イプの再販売価格維持が困難なこ．とを示しているといえる。そこで，結局，立  

法措置（とくに非契約者条項non・Signer clauseを含むそれ）を要求し，国家  

権力に依拠しつつ，外的に々れを実現せざるをえないわけである。したがって，  

小売同業組合の，外見的に偲強力にみえる再販売価格維持法制定も，じつは，  

小売商の組織的力盈不足の特殊な表現といってよい。しかし，小売同業組合の  

カ盈不足は，さらに．，公正取引法制定下に．おける寡占企業による再販売価格維  

持の採用＝実施態様にも影響せざるをえない0  

ⅠⅠⅠ寡占企業における「維持」政策採用の諸条件  

（Ⅰ）再販売価格維持が問題になるのは㌧主として消費財産業である0そして，す  

C28）Lo11isBader，“ASurveyofConsuners’andIndependentStoreOwners’Reac・   
tions to Recent Price Legislation，”Journalqf’Markeiing，Vol．4，No．Ⅰ，July  
1939，pp．63－4．  

C29）CharlesW．Lewis，“EconomicEffects of Price Maintenancein Knoxville，   
Tennessee、，”Jownal扉■Markeiing，Vol．4，No・2，Oct．1939，p・139 
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でにのぺたどとく，そ・の部門における寡占企業の成立，したがってまた有名ブ  

ランドの存在は，再販売価格維持問題発生の一次基盤をなす。じっさい，－・般  
に．，．寡占企業の出現してこいない分野や地方的供給・需要基盤しかもたない中小  

（30）  

企業において，それが問題に．なりえないことほ明白であろう。しかし，もちろ  

ん，例外的には，中小企業のカテゴリーに属しながら，全国市場をもつ有名ブ  

ランドを生産している企業があり，またぎゃくに，寡占企業のカテゴリ一に属  

しながら，なんら有名ブランドを生産していない企業があるかも知れない○か  

かるケースについては，以下の叙述では前者をじじつ上寡占企業の，後者を中  

小企業のカテゴリー・に属するものとして取扱う○   

かかる操作を必要とするのも，紋述の簡単化のためもあるが，根本的には，  

寡占企業と有名ブランドとの関係が，密接とはいえ必らずしも一・義的でほない  

点，および再販売価格維持が直接的には企業レゲエルよりもブランド・レヴェ  

ルで問題に．される点に．ある。とくに．後者の視角からすれば，たえざる技術革  

新，製品のライフ・サイクル，多品種生産という環境下で，寡占企業に・おける  

再販売価格維持問題はきわめて日常的かつ複雑な問題となろう。しかし，われ  

われは，ここではかかる問題を捨象し，既述の操作のうえ．に．立って，寡占企業  

に．よって生産される有名ブランドに．ついて－，かなりスタティックな視角から，  

再販売価格維持の採用を規定する諸要因について考察したい。  

（ⅠⅠ）（i）高位集中型。有名ブランドがいくら小売価格切下げの対象になって  

も，それゆえいかに広くかつ深く価格切下げがおこなわれても，それがただち  

に．寡占企業に．「跳返り」をもたらすわけではない。たとえば，当該ブランドが  

莫大な広告投資その他に．より強力な消費者受容（consumer acceptance）を確立  

し，独占的地位を築いているばあいほ．，たとえ価格切下げに・伴なうディーラー・  

マ－ジンの低下により小売商のSales resistanceが生じても，それほ吸収され  

てしまい，発現しない。したがって当該プラン′ドの売上げは増加こそすれ減少  

（3印1920年代払おこなわれたm、Cの調査よれは，再販売価格維持に賛成した企業は反対し   
た企業よりも平均レて高収益・大規模であった（FederaITrade Commission，Re♪oYIi   

〃〝点gざ〃Jβ魚・ねe朗最■〝fβ〝α〝Cβ，Pt．．Ⅱ，C〃沼沼β′dαJAざクβ8ね（彿♂T如ば朗姑βざ，1931   

－以下FTC Ⅱと記す・－，p．21）。   
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はしない。価格競争がもっぱら小売商の負担のもとに．展開されるわけである。  

このばあい，もちろん小売商側の再販売価格維持要求はつよいが，寡占企業側  

では出荷価格が維持され，代替品プッシ．コ．の脅威もないためそれほ問題に．なり  
（＄1）  

えない。   

かかる状況ほ，小売商との力関係において圧倒的に有利な，高位喪中型寡占  

企業においてみられる。これは，再販売価格維持の実施に．伴なういっさいの繁  

雑な業務や諸経費負担から解放され，しかも実質的に．ほ一つまり自己に．とっ  

て1は一価格が維持されているという，寡占企業紅とっていわばもっとも理想  

的な状態である。この段階に到達するに．は，ディ－サー・・サ－ザィスへの依存  

を極小に・し，、消費者のブランド・ロイヤルティを高めなければならない0その  

ため，寡占企業は集中・集積を進める過程で，製品差別化と全国広彗に．努力を  

傾注する。しかし，有名ブランドの多くはなおこ．れはど強力な地位を築いてほ  

いない。  

（ii）協調型。協調的寡占が確立し，有名ブランド間で内密ないし暗黙の価格  

協定が存在するばあい，寡占企業の力ほ．この実質的カルテルを背景に．相対的に 

つよくなる。一その結果ほ，再販売価格維持政策の採否決定権の完全な掌握であ  

る。・そして，その実施費用があまり紅も高くつくとかその他の理由に．より実施  

しないときほ，広告その他紅よる「跳返り」抑止への努力がいっそう強化され  

よう0考た実施するときでも，寡占企業側は全面救済型再販売価格維持を拒否  
し，ディーラ、－・・マー汐ンほできる限り低く設定されるであろう。需要の価格  

弾力性に．よるマイナスの影響を回避するためである。そればかりではない。協  

鋳型紅あっては，再販売価格維持に・さいし，統一・マー汐ソが設定されること紅 

よって，寡占企業間価格競争の回避と同時にかれらの資本蓄積の増進と協調的  

寡占体制の強化に膚献するであろう。しかも，他方では非価格競争の展開が小  

売商側のSalesresistanCeをますます困難紅することはあきらかである0  

（iii）競争塑。ブランドの地位が上記2ケースはど強力な段階に・到達していな  

61）Cf．AlbertHaring，＆tailZ＞ice Cutti7iga2idItsControlbyMdn3（fdciw■C7．S，  
1935，p”189；GretheI’Ⅰ，pn220．   
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い，いわば低放集中型の競争的寡占企業に．おいては，再販売価格維持政策の採  

否は複雑な諸要因に．よって左右されるであろう。   

同政策の採否に．さいし，だれがイニシアタイヴをもつかを基準軋して，大き  
（32）  

く8つに．分類することができる。（a）寡占企業が，種々の理由（後述）により，  

再販売価格維持を要求していなくても，小売同業組合などの強力な協同行動が  

あれはかれらに．それを強要しうる。このタイプは．ディーラー主導（＝強制）塾  

といってよい。（b）ぎゃくに．，小売同業組合が轟在しないか弱体なばあいほ，寡  

占企業の意向によって完全に．支配される。かかるケ、－・ス（および（ii）のケース  

についても同様であるが）に．おいて－，再販売価格維持政策が採用されれば，そ  
●●●●●●●  

れはメー・カー・主導型といってよい。（C）以上の両極にたいし，中間的な採用決定  
●●●●●●●●●●●●●  

方式で，かかるばあい，ディーラー・メーカー合意型とでもいわ去ぺきもので  

ある。さて，このいずれについても，結局，再販売価格維持の採否および実施  

されたときのデイーサー・マージンの水準は，ブランド＝寡占企業の地位と小  

売同業組合のカ患との2変数に・よって規定されるであろう○  

（ⅠⅠⅠ）この2変数のうち，小売同業組合の力量ほ．，根本的に・は．，小売商業中編  

成＝競争状態に．よって，ブランド＝寡占企業の地位ほ代替品をも含鱒た広義の  

ブランド間競争に．よって，したがってまた同業界の編成状態に・よって規定され   

（33）  

る。   

いまもし有名ブランド間ないし有名ブランドとかなり有力な中小企業ブラン  

ド（または代替品）との間に．激しい競争が存在するならば，たとえ小売同業組  
▲●●●  

合のカが相対的に．強力でも，特定企業に．たいし，先行的に．再販売価格維持を押  

しつけることほできない。その企業が，競争企業の価格切下げに．よってし、ちじ  

62）この分類に．さいしてはイギリスのLloydJacob Committee報告およぴWardS．Bow－   
man，Jr．，“The Prerequisites and Effectsof Resale Price Maintenance，”Univ，   
げC抽α即エα打点¢グざ♂紺，Vol．22，No．4，Summe工・1由5，p．．826打．のそれを参   
考紅㌧た○  

脚 山東茂一郎「有標品と売価政策」『甲南経営研究』8巻4号，昭和43年3月，6ぺ－ジ   

参照。   
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（84） るしく売上げを減ずるおそれがあるため，そ・の抵抗牢ミ強化されるからである0   
もちろん、，ぎゃくに．，再販売価格維持が「競争的販売促進の1方法」として，  

く86）  

独立商の積極的支持を獲得するために．，先行的紅採用されることがある0この  

ばあい，当該商品の雷撃の価格弾力性のもつ負の影響力を，ディーラー● サー 

ダイスの強化による正の影響力が充分相殺するか，あるいほ，大規模ないわゆ  

る「■攻勢的」配給業者の支持を失なっても，「非攻勢的」なそれのより広範な支  

持を獲得するこ．とによって，全体的に．は売上げを増加しうる，と判断されてい  

るのである0しかし，こ・の判断が正しヤ、とは限らない0そのうえ，もしこれに  

ょって売上げが増進すれば，競争企業に．よってただちに．フォロ－・され，その効  

果ほ相殺されてしまうであろう。したがって－，先行的再販売価格維持採用の利  

（＄8） 点を強調しすぎてはならない。   
さて，「おとり販売」は，小売相互競争と販売努力の減殺を通じて複数の有  

名ブランド間を循環する傾向があり，地位のよく似た有名ブランドは同程度価  

格切下げの対象に．なりうる。それゆえ，小売商は有名ブランドから二流ブラン  

ドへと販売努力をレフトさせる可能性がある。これほ寡占企業に．とって重大問  
（37）  

題である。したがって，価格切下げに．遭遇しでいる有名ブランドのメーカー・に  

おける再販売価格維持への潜在的要求は強化される。このばあい，もし小売同  

業観合のカがつよければ，有名競争ブランドの再販売価格を同期的紅維持させ  

ることができるだろう。そ・のばあい，「……∵同種の有標品の価格水準から逸脱  

した価格を定めることは〔トレイド〕マーク紅対する愛顧を転移させる誘因とな  
（38）  

る．」ため，保証マージンほとうぜん各ブラシド間で平準化の傾向がある。しか  

もディーラー主導型であるがゆえ紅，それはかなり高水準のものとなろう0か  

錮 Cf．C．Ⅰ．ⅨanterandS・G巾Rosenblum，loc・Cit・，pp・324－5；YameyⅡ，p・64・  
個J∂侵．，pp・5－6，33・  

伽）乃柑．，p．14．  

脚「価格切下げほ，小売商がプライグェ．イトブランドまぁほ他のヨリ高いマージンの   

品目紅とり代えようと努めないなら，そのばあいにのみ製造業者にとって無害である。   

有名ブランドの真の問題は価格切下げではなく代替である。」（A・HaI’ing，（ゆ・C玖，   
p．191）  

（3㊥ 山菜，前掲，6ぺ・－・汐。   
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くして，このケースは「…‥・・実質上ほ，結束した伝統的商業資本が主導権をに 

ぎって，個別産業資本に働きかけ，共同して実施することを要求するものであ  

る。集団的実施（Collective Enforcement）と呼ばれるところの本質は．ここ・K・  
（89）  

り，それほ流通業者に．よる市場販売力ルテルとしての色彩が濃い。．」   

かかるディーラー主導型再販売価格維持は，たとえ寡占企業のそれへの内在  

的要求が存在するとしても，かれらに．とってけっして好ましいものでほない○  

なぜなら，自己のブランドにたいする自由な価格設定権が侵害されるからであ  

る。ところがディーラー主導型は，高マ∴ジン保証傾向がつよいために，必然  
（40）  

的に．みずからの墓穴を掘り，寡占企業を二重のいみで利することになろう○サ  

なわち，ディーラーに充分なマー・ジンを保証すれば，かれらはそれらのプラン  

ドを積極的紅プッシ．ユ．するように．なる。これ紅よって売上げが増加するだけで  

なく，高マー・ジン保証の魅力は，他分野の小売商に・も当該ブランドを取扱ぁせ  

るようになるであろうから，この面からも売上げ増加が結果しよう。これはも  

より品についてよくみられる現象である。しかし，このようないわば流通の多  
（41）  

経路化＝intensivedistributionは非メムバーのVェアを拡大することによって  

小売同業組合の力を殺ぐ。かくして，売上げ増加と小売同業組合の弱体化とい  

う二重の利益を享受しつつ，寡占企業はその地位向上のための準備を着々と進  
（42）  

めることができるのである。   

しかしながら，一般に」ヽ売同業組合の交渉力ほけっして強力とはいえない。  

最強の小売同業組合といわれたNARDでさえ，製造業者との交渉濫・おいては  
（48）  

「通常製造業者が優位に．ある，」というのが実情なのである。したがって理論的紅  

はともかく，現実に龍一－・すくなくとも本稿で問題紅しているアメリカにかん  

醐 稲垣，前掲，53ぺ－・ジ。  
（4O）Cf．C．Ⅰ．KanterandS．G・Rosenblum，．loc・Cii．，p．327・  
㈱ E．RaymondCorey，“FairTrade Pricing：AReappraisal，”Bbr2，aYdBusiness   
風紺壷Ⅷ，Vol．30，No．5，Sep．－Oct．1952，p・51・  
㈹・もちろんintensive distribtltionのばあい紅は，再販売価格鯉持の強制を困腰にする   

というマイナ・ス面もある。  
脚 GretbeI・Ⅱ，p小313．NARDの一貫した要求である33与％マ－・ジン保証要求も部分的   
に実現されたにすぎない。   
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する限り－もっぱら小売同業組合のカに．依拠して寡占企業軋再販売価格維持  

政策を採用せしめるととはきわめて困難である。そして，上述のどとき高ディ  

・－ラー・マー・ジソ保証も，ディー・ラー主導型のためというより，むしろ有名ブ  

ランド間「価格」競争の小売部面への反映か，・またほ比較的地位の低いブラン  

ドや新製品のばあいに，メー・カーが主導的紅，－・時的に．おこなうというのが一  

般的である。そして寡占企業間価格競争の減衰または当該ブランドの地位の向  

上軋つれ，やがてほ高マージン保証政策の転換が企てられることに・なる0だか  

らとそ，小売商のなかに，寡占企業を強化させる再販売価格維持制度紅関連し  

て，保証マ－・ジンの先行きにたいする不安や寡占企業に．奉仕させられていると  
（44）  

いう意識が生れるのである0  

（ⅠⅤ）以上のように，再販売価格維持政策の採否にかんしてはいくつかのグー 

スがかんがえられるが，このうち一般的なものほ，寡占企業と小売商の双方に 
（4さ）  

何らかの独占力が存在するケL－－・スであるといわれている0 しかしこのこ・とは，  

寡占企業側と小売同業離合とが対等の資格で再販売価格維持政策の採否決定に 

参与することをいみするものではけっしてない0その採否は，基本的に」は，も  

しそれを採用したばあい，寡占企業をめぐる複雑な諸要因－たとえ峠，製造  
（48）  

業者の編成＝競争状態，配給業界のそれ，当該ブランドの流通状況，訴訟・監  
く47）  

視等再販売価格維持を実施したばあいの費用負担能力・その技術的困難，製品  

舶 「再販売価格維持と独禁法（－）」『汐，ユ．リスト』1967年5月号，369号，26「28ぺ一汐，   

正田彬発言をみよ。  
q5）Ward S．Bowman，Jr．．，‘‘Resale Price Maintenance：A Monopoly Problem，”  
Jo〝タ・紹αJq／β〟∫≠紹βg∫，Vol．・25，Noハ3，J山y1952，p．155．  

仏例 数烈な価格競争を展開する大規模小売商は巨大な交渉力をもつ。しかもそのカは，－ 
般軋価格競争下でいっそう増大する（CflE・R・Corey，loc”Cii．，p・49）。その1帰結   

は寡占企業の「適正利潤」の侵蝕である。したがって，かかるカを殺ぐために．，独立商   

の利用＝再販売価格維持がおこなわれることがある（YameyⅡ，p．18）。このような要   

因もこの項目に．含める。  

㈲ これはきわめて重要である。実施費用がかかりすぎるためにその採用を断念する企業   
も多い（Stewart M．Lee，“Problemsof Resale Price Maintenance，りJDurnal   
Markieti’ng，Vol・23，No・7，Jan・1959，pl・281）。1例としてShaeffer Pen 

のばあい売上げの約4％紅も達したといわれる。とはいえ，再版売価格維持制度が製造   

業老の直営小売店方式や代理店方式紅くらぺて安あがりの価格維持方式であることほい   
うまでもない（YameyⅡ，p．35）。   
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の価倦的・使用価値的性質，技術革新，需要の価格弾力性，原材料価格の動  

き，一般物価の動向，消費者の購買慣習，小売タイプ闇取引比率・全体的  

マーケテイング計画その他の個別資本の特殊事情，公正取引法運用の動向  
（48）  

など－－－がいかに．作動し，売上げ＝収益にいかなる影響をあたえるかに．かん  

する寡占企業の私的見地からする総括紅よって決定される。換言すれば，寡占  

企業の再販売価格維持に／たいする多様な態度，「製造共著に・よる公正取引の限  

られた利用は，マーケテイング上の配慮と当該鷹業内部の競争の性格に・よって  

（49） 説明されうる」といってよい。それゆえ，その採否決定に．おけるイニレアティ  
グはあくまで寡占企業側把あり，小売業者の圧力はたんに・それを修正するとこ  

ろの副次的要周にしかすぎない。かかる把捉の正しさほ，1950年代，ディスカ  

ウント・ハウスの急速な成長により，寡占企業がつぎつぎと－・方的紅公正取引  

契約を破棄していったことに・よっても証明されよう○小売同業組合ほ戸ゝかる動  

きを抑制できなかったのである。   

さて以上のじじつは，第1に．再販売価格維持政策の採用が，ただちに，か？  

自動的に．，寡占企業の売上げ＝収益の増大を結果するものでほないことを示し  

ている。同政策の事適しも起りうるのである。それはけっして「万能薬」でほ  

ない。舞2ほ，再販売価格維持が寡占企業紅よって無条件に廣施しうるもので  

はない，ということである。たとえ小売同業組合が存在しないばあいでも，な  

お，客観的諸条件が整備されなければ，それは実施しえないのである○しかし  

欝8に、，現時点に．おいて，再販売価格維持品目数が相対的にすくないからとい  

って－，その影響を軽視することは許されない0寡占企業の発達による客観的諸  

条件の整備は，しだいに「維持」品目数を増加させるであろう0公正取引法の  

存在は，かやゝる方向への強力な横杵となるに・ちがいない0  

（Ⅴ）再販売価格維持政策の採否決定に・さいし，寡占企業がイニシアティグを  

㈲詳しくはつぎの諸文献を参照せよ。GretherⅡ，p・102ff・；FTCI，pp・1v－1vi；   
RolandS．Vai1e，E．T．Grether andReavisCox，MaYIkeiinginihe American   
且cク那桝．γ，1952，pp．426－34．  

㈲ C小Ⅰ．Xanter・andS”G．RosenbIum，locLCit・，p・322・   
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もつという点は．，その本質を把捉するうえできわめて重要である。に．もかかわ  

らず，従来，ぎゃくの見解が支配的である（詳しくはⅠⅤ参照）。すなわちその  

見解は，寡占企業の再販売価格維持にたいする内在的要求を否定し，その採用  

も，現状維持すなわち小売業老との対立回避ないし後者の圧力という消極的理  
（占0）  

由に．よる，というのである。   

しかし，かかる見解に」は，すくなくともアメリカに．かんする限り，疑問があ  

る。寡占企業ほ，小売価格競争の「跳返り」に．よって，再販売価格維持への内  

在的要求をもつに．いたるが，かかる要求ほ．－・定の具体的諸条件を充足しない限  

り発現しえ．ない。たとえ，この段階で小売業者の圧力に．より再販売価格維持政  

策を採用したとしても，それを真に．実施しうる力量を欠いているから，はとん  

ど実効性をもちえ．ない。実施する意志が欠除しているばあいも同様である0前  

者のばあいは，たとえ法的側面からの有力なサボ－トがあっても，それに．もと  

（51） づく公正取引喪約自体がイ紙のスクラップ」と化すであろう♀また後者のばあ  

いほ，寡占企業ほ，表面的にほ小売業者に．服従しつつ，背後では価格切下げを  

奨励したり，あるいは非公式チャネルに異ったブランドを流して水をさした  

り，さらに」は再販売価格維持紅不可欠の違反者の訴訟をネグレクトするであろ  

う（消極的抵抗）0もちろ～，小売業者によ、り実施圧力が加えられる例もある。  

しかし，それほ．－・般紅きわめて困難で，かれらの消極的抵抗を排除しうるほど  
（さ2）  

のカをもたない0  

（ⅤⅠ）さいごに中小企業紅おける再販売価格維持の企て紅ついてかんたんに 

みておこ．う。それらのブランドほ，一腰に．，価格切下げの対象としてゐ価値  

が乏しい。に．もかかわらず，公正取引品の売上げ総額のごく一部を占める叱す  

ぎないとほ．いえ，多数の中小企業が再販売価格維持を試みているのである。か  

馴 RunteI もイギリスの経験を総括して，製造業者が再販売価格維持政策採用のイニレ   

アティグをとる例はなく，またかれらは同政策の持続に．長期の利害関係をもたない，と   
いう（A．H11nteI■，¢♪．d≠“，pい212）。  

61）S．M．Lee，loc．cit．，p＝274．なお，強力な実施の実例についてはC．Ⅰ．Kanterand   
S．G”Rosenblum，locいCit．，p小328 ffハをみよ。  
（52）“The Enforcement of Resale PriceMaintenance，”Yale LawJournal，Vol．r69，   
No．1，Nov．1959（以下“Enforcement”と記す）．，pp．172T7 
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かる政策を採用するさいの中小企業側の自主的要因としては．，一時的便宜－－－ 

たとえば新製品導入の促進，当該ブランドのプレステイツ汐高揚，再販売価格  

（58） 維持の販売効果のテストなど  を，他律的要因としては小売同業組合の圧力  

を，それぞれ指摘できよう。   

しかし，中小企業が再販売価格維持を実施しうるカはきわめて脆弱である○  

それゆえ価格維持が多少とも実効性をもつとすれば，それほ主として小売同業  

組合のサボ・鵬トによるばあいか，中小企業のブランドが価格切下げの対象に・な  

りえないため，外見上そうみえる紅すぎない。  

ⅠⅤ 再販売価格維持の意義   

（Ⅰ）悪法はどその内容をカムフラージ．ユ．する美しい外被をまとう。公正取引  

法（fair tradelaw）なる名称を付された再販売価格推持法がまさに．そうであっ  

た。それは，カリフォルニア法タイプとNARDのモデル法タイプとの間で若  

干のちがいはあるが，全小売商を拘束する再販売価格を決定する権限を寡占企  

業にあたえるつぎのような内容のものである。すなわち同法は，ブランド品の  

再販売価格の，生産者または卸売業者，あるいはブランド品の所有者またはか  

れが権限を委譲した老紅．よる垂直的価格拘束を合法化した（ただし，水平的な  

それは原則として禁止した）。それに．関連していわゆる非央約老条項（non－  

signer clause）を含む。設定される価格水準紅．は何の制限もなかったが，対象  

商品は，他の製造業者に．よって供給される同種商品（same classof commod・  

ity）と「自由かつ公開の競争（free and open competition）」をしているもの  

把．限定された。   

小売商に・与る救済・保護要求として展開された再販売価格維持運動に・たいす  

る現象的把握から，公正取引法および再販売価格維持の本質を小規模非能率小  

売商の保護に．求める見解が支配的である。これに．たいしLyncbほつぎのように 

痛烈に批判している。すなわち「『公正取引』法ほ，主として，小売商人に．よっ  

63）E・S・Her甲an，“AStatisticalNoteonFair’Trade・”AntiirusiBulletin，Vol・4，  
Jd，－Aug．1959，p．583，n．2．   
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て，かれらの擁護のために支持されたという幻想が生れた。かかる幻想が抱か  

れ続けて－いるというのほ，製適業者が舞台の背後牢層つづけえ．た巧妙なやり方  

のせいである。」表面的にほNARDそ・の他の小売商が活発に．運動したが，そのこ  

とは公正取引法がかれらの利益擁護のために．制定されたことをかならずしもい  

魂しないし，また現実に二それがかれらのインタレスト擁護のうえで充分効果的  

であったことをいみしない（この点は続稿参照）。「実際には，『公正取引』法の  

主たる受益者は製造業老であり，かれらは，かくして，価格規制を所有の範囲  
（54）  

を越え．て拡大することができた。」そして，「これほ．，贋造業者が，小売商の助  

力をえて．■，すべての小売商に．，じじつ上ほ独占価格たるものの遵守と当該生産  

物の小売商人間に．おける自由競争の権利の否定とを強制することを容認するも  
（66）  

のである」と。  

（ⅠⅠ）再販売価格維持の本質を独立商の擁護に．求める通説ほ必然的軋小売商ま  

たほ．その同業組合のカ盈の過大評価軋陥る○しかし，すでに・のぺたごとく，現  

実に腰，寡占企業紅たいする力関係に．おける小売商の優越性はもとより，両者  

を対等に．評価するこ．とも絶対紅できない。じっさいは寡占企業がイニシアティ  

ブをもって，再販売価格維持に．さいして生じうる事態を考慮しつつ，その採否  

を決定するところのメーカー主導型が支配的なのである。   

たしかに．，再販売価格維持を実施するうえで重要な損杵たる公正取引法の制  

定運動に・おいては，小勇商は重要な役割を果した。しかし，そのこ・とは，原則  

的に．魂て，かれらが再販売価格維持政策の採否，保証マー汐ンの水準決定，さ  

らに．は公正取引品目の選択に．重要な影響をあたえ得ることをい魂するものでは  

ない。・一時的，例外的に．そういうケースがありえても，寡占企業は，再販売価  

格維持制度下で地位を強化すると，－そし七再販売価格推持制度はそれを促  

（紬 DavidLyncb，rカβC卵抽抑励・庶物＝げ丘加那脚－8．Pの肌即■，1946，p・149・しかるに  
●●●●   

田島氏は，再販売価格維持制度の「受益者ほ基本的には流通業着であるべきであって生   

産者ではない‥・・」（前掲，1ぺ－・汐。傍点引用者）といわれる。この批判は行論のうち   

になされるであろうが，ここではただわれわれが再販売価格維持問題を倫理的観点から   

把えることにイ可の関心ももっていないことを指摘レでおく。  
脚 D．Lynch，〃♪．d≠小，p．145．   
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進するのであるが－やがてこはつぎつぎと小売商への譲歩を取り消し，完全な  

イニシアティブを確立するに．いたるであろう。   

かくして，公正取引制度の重要な特徴たる「■商業上の家父長制（system of  

COmmerCialpater・nalism）」（Lynch）が生れるのである。寡占企業K．は独占  

的権限があたえられ，独立小売商はその支配＝保護下に．組み入れられることに 

よってようやく存続を許される。かかる事態の経済的内容ほ何か。  

（ⅠⅠⅠ）すでにのぺたごとく，再販売価格維持ほ．，基本的に・は「跳返り」によ  

って－寡占企業に．生じた内在的要求が，一定の条件を充足したときほじめて実施  

される。その目的株，寡占企業の地位向上に・よる「跳返り」の発生メカニズム  

そのものの自然消滅に．あるのではなく，－－そのときは再販売価格維持自体が  

不要となろうーこ－なに．よりもその発生メカニズムが作動しうる段階に・おいて－，  

そ・の発現を外部から抑止し，その結果実現される価格競争の排除＝「流通経路  

の安定的確立」により，安定した独占利潤を確保・増大する点に・ある○これこ  

そが，再販売価格維持なる，なによりも寡占企業のイニシアティブのもとに展  
●●●●  

開される一法的に．もブランド所有者に・夷約権があるT価格政策の主要で横  
●●l●●■  

極的な側面である。しかし，かかる価格政策ほ－のちに．詳しくのべるが－－  

その独自的性格のゆえに，結果的に・はいちおう小規模小売商の「保護」に・なる  

●●●●● のである（消極的側面）。   
これを再販売価格維持運動に即していえば，小規模商による保護要求は，い  

わゆる独占段階においでは，そのものとしでストレートな形でほけっして実現  

されず，まず寡占企業の利益増進に・つながるということであ卑0そのかぎりで  

は，主観的牲ほ自利のために再販売価格維持を要求する小売商も，客観的には寡  

占企業のインタレストの代弁者でしかない○さて，それを経てから・－という  

のも再販売価格維持計画は小売商の利用ないし協力を前提しているためであろ  

うが一小売商の利害は部分的に．実現されるにすぎない体制になっているので  

（蒔） ある。このいみでは，公正取引は「アメリカの経済生活払おける興味深い逆説」  

郎）Jろ～♂．，p．21q．   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



334  第41巻 第4号   ー52 －  

（57）  

といってよいが，それほけっして珍しいことではない。かくみてくると，「再  

販売価格維持は，基本的には，小規模小売業老の地位安定策なのであり，あわ  
（58） せて，独占資本の価格政策の1つ把．はかならない。」（傍点引用老）との山中氏  
（59） の見解ほ，まさに儲倒した把握といってよい。さて，それでは，たとえ結果的  
に．せよ，再販売価格維持によって小規模小売商が「保護」されるとすれば，そ  

れはいかにしてか。つぎにその点を考察しよう。  

（ⅠⅤ）公正取引法ほ，特定ブランドに．かんする小売商相互間の価格競争を，い  
（60）  

わば直接的軋，すなわち小売商の水平的結合に・よって排除することを禁じた○  

しかし，間接的な，寡占企業のイニシアタイヴのもと紅おこなわれる垂直的価  

格拘束を通じてのそれを合法化したのである。そして，非契約者条項の挿入  

ほ，寡占企業の支配力を強化し，小売価格競争の排除を徹底したといってよ  

い。このいわば「廻り道」による再販売価格の維持は，じつはさらに，重要な  

いみをもっていたのである。   

小売商に．おける価格設立の自由は，いうまでもなくかれらの資凍蓄積を規定  

する重要な要因であり，商業資本の自立性を示すきわめて重要な1メルクマー 

ルである。しかるに．再販売価格維持は，当該ブランドにかんするかかる自由の  

完全な放棄にはかならない。これほすなわち，小売店の蓄積テムボが，公正取  

引品を通じて，寡占企業によって直接的紅規定されることをいみする。そして，  
公正取引法の存在は，非契約者条項を横杵に，寡占企業によるかかる部分的  

とはいえ実質的系列化をきわめて安あがりに実現したといってよい○それゆえ  

にこそ，価格維持そのものには同意しつつも，公正取引法によるタテの価格拘  

拙稿「30年代アメリカに．おける小売配給の諸問題（2）」『香川大学経済論叢』39巻4号，  伍［   

1967年2月，30－31ぺ・－・ジ。  

6籾 山中均之「再販売価格維持に・ついての若干考察」『商学論集』（関西学鱒大）2巻2弓，  
1956年2月，102ぺ－汐。  

醐なお，ト・・屑版契約の原理的問題咋，契約の自由と競争の自由との矛盾衝突の問題   
である」（平野，前掲，13ぺ・－ジ。傍点引用者）というばあいの問題視角とわれわれのそ   
れとは，すでにあきらかなどとく，そのレグェルを異にする。  

蜘 とはいえ，ボイコットまたは販売拒否を一般的強制手段に，卿＝小売商間の集団協定   
によって，部分的にはおこなわれた（FTCI，pp・522－37，を参照せよ）。   
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束に反対する小売商がかなり存在したのである。たとえば，1938年，テネシー 

州ノックスヴィルにおける調査によれば，140店のうち41・4％がそれに・反対し  
（61）  

ていろ（もちろん賛成は声5・7％で多い）。また，19如年の調査でも，一磯粧再  

販売価格維持への賛成者が多い業種から選ばれた2，118店のうちでも，価格設  

定権を製造業者に・あたえることに反対するものが17・6％いたのである（賛成ほ 
（朗）  

62．3％）。   

かくして1930年代後半における再販売価格維持体制の整備は，あるいみで  

は，寡占企業の専制的支配の傘下に・みずから入りこむことに・よってしか，した  

がってみずからの独立性の喪失のうちに．しか存続の可能性をもたぬ，独占段階  

における大多数の小売商のミゼラブルな現状を示すものである。ぎゃくに寡占  

企業は公正取引法によって小売価格設定の強大な権限をあたえられ，公正取引  

品にかんする小売価格競争を終娘させる力をあたえられた○  

（Ⅴ）再販売価格維持の意義は，さらに．，つぎの点にある○すなわち，再販売  

価格を維持しないアウトサイダー・が自由に価格を設定できれば，価格維持企業  

のシェアが侵蝕されるか，あるいはすくなくとも現状凍結に・ならないため，再  

販売価格維持ほ．，寡占企業の－ばあいによっては小売同業組合の活動を媒介  

ないし口実に．して一暗黙の協調行動その他合法的形態を通じて必然的に拡散  
する可能性がある。あるいほまた再販売価格維持のパイオニアが，その成功に  

ょって獲得する特別利潤＝競争ブランドの利潤減少は，後者の「維持」政策採  

用を強制し，かくしてこの面からの拡散の可能性もある。いずれに・せよ1合法  

化されたタテの価格拘束ほ，その拡散作用によって，必然的に・寡占企業相互間  

の共通のインタレストを推進し，本来非合法のヨコ（同業者間）の価格拘束を  
（¢8）  

も，合法的に結果する可儲性をもぅ。しかもそれほ．たんなる可儲性にとどまる  

拙 C．．W．Lewis，J郎．Cどf．，p・139 

但2）FederalTradeCommission，Re♪orion ResalePriceMainienance，Pt・Ⅰ，GeneY’al   
風制柑㈲cα〝d エβgαJAぶ♪βCf．s，1929（以下FTC Ⅲと記す），p．79・これ紅たい   

し，一般に再販売価格維持への反対が多い百貨店では71・9％が価格決定権を商人紅あた   
えるぺきだとし，製造業者にあたえてよい，とするものはわずか14・1％であった。また   
チェ・－ソでは58．9％が商人，27．2％が製造業者であった。  
（醐 A．Hunter，Ob．cit．，pp．194－5；FTC工，p・536；片岡一郎『流通経済の基本問題   
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ものでほない。たとえば1958年，GeneralElectric Co・が公正取引契約を破棄  
（¢4）  

すると，ただちに，Sunbeam Corp・，McGraw－Edison Co・がフォロ－したこ  

と，また写真器材関係に．おいて，EastmanKodakCo・が56年12月末に・公正取  

引協定を破棄するとすぐBell＆HowellCo．，RevereCamera Co．．その他がフ  
（65）  

ォ・ローしたことは，上述の現実性を裏づけるものとかんがえ．られる0 したがっ  

て，公正取引法に．おけるヨコの価格拘束禁止規定は実質的に空文化していると  

みて才い0   

このような合法的形態の拡散に加えて，寡占企業の同業組合活動その他紅よ  

（88） る非合法的形態の拡散もおこなわれた。公正取引法の存在はかかる非合法的方  
法紅よる価格維持を誘発・補強する。しかもさらに・，それほ同一平面の遵法行  

為にとどまらず，製造業者，＼卸商，小売商の各グループ間の内密の協定や協調  

（67） 行動による違法の「垂直的」価格拘束も容易におこなわれることになる0   

以上，もっぱらあたえられた産業分野に・おいて一生じうる事態把ついてのぺた  

のであるが，1分野全体における再販売価格維持の成功は，他分野のそれをも  

誘発し，かくして，再販売価格維持は全面化する可能性さえもつのである0   

上述のごとき把握からすれば，「再販売価格維持ほ競争を小売業者の段階申  
（餌）  

ら生産者間の競争に還元するにすぎない…‥・」とか，再販売価格維持の「濫  

用」に．よる価格引上げは寡占企業間競争によってチェックされるとかいう，し  

ばしばみられる見解が，いかに㌧底抜けのオプティミズムであり，独占弁護論で  

あるかがわかるであろう。  

（ⅤⅠ）さて，このような可能性が現実化すれば，そ・の結果ほ，欝1に・，寡占  

企業のイニシアティブのもとに．おける製造・商業両面の実質的価格カルテルの  

』1964年，鋤－92ぺ・－ジ。  

64）これはすでに1955年9月に．破棄レていたWestinghouseElectricCo・との競争関係で   

しだいに不利に．なったからとおもわれる。  
（65）S“M．Lee，loc．cii．，pp・276－8，280・  

66）Cf．FTCI，pp．537－42 
椚）J朗且，p．、1Ⅹiv．  

梱 「再販売価格維持と独禁法H」23ぺ一汐。   
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（69） 完成であり，硬直価格と「統一価格」の普及である。そして－，寡占企業の協調  
●●●●●●●●  

行動は，小売商の吸引・刺激策として用いられた価格競争の1変種としてのデ  
（70）  

イーラー・マL－ジン吊上げ競争を消滅させるであろうし，また公正取引法に．お  

ける「自由かつ公開の競争」品目への限定も，完全に空文化するであろう。  
（ア1）   

第2に，寡占企業の協調行動ほ，小売業老との力関係をきわめて有利に．し，  

その結果さらに．積極的軋 ディ・－ケ「・マージンの切下げがおこなわれるにち  

がいない。   

欝3に．寡占企業の協調行動による価格体系の硬直化の進展は，小売商に・おけ  

る資本蓄積が，より大きい藩接的支配をうけるこ・とをいみする。取扱い商品の  

主要部分についての価格決定権の喪失ほ，小売店を寡占企業のいわば共同代理  

店化ないし共同販売部化するものである。そして－，ただ非ブランド品や中小企  

業ブランド，さらにはプライグエイト・プランドという，ま‾すます侵蝕される  

おそれのある部分についてのみ，自立的商業資本としての本来的層動が許され  

るに．すぎない。このようにして，小売商業は，全体として－の寡占■経済の再生産  

構造のなかで，ますます従属的紅位置づけられていくのである。  

（ⅤⅠⅠ）もちろん，現実にほかかる傾向に対抗的に作用する諸要因がある。そ  

の節1は寡占企業間の価格競争である。しかし，非価格競争への推転の趨勢下  

で，この要因にどのていど期待しうるかは疑問である。欝2ほ，大規模商に．よ  

るプライグエイト・ブランドの積極的開発である。田内氏ほ，との点を非常紅  

強調され，ト…それが再蚊売価格維持の有効性を，価格維持それ自体軋有効  
（乃）  

に行なわれたとしても，根底から崩しノて行く効果をもった…・‥川」といわれる。  
（ア8）  

だがこれはあきらかに．過大評価である0   

欝＄に．は，再販売価格維持強制の困難や，公正取引法運用の厳格化に依拠し  

倒 それは必らずしも同一・価格をいみしない。ブランドの地位の差異を反映して若干のち   
がいが生じ得る。  

冊 Cfり Ya皿eyⅡ，p．14 
仰 片岡，前掲，92－3ぺ一汐。  

閥 田内幸一イ再販売価格維持の問題点」『公正取引』No．193，1966年10月号，16ぺ－ジ。  

仔劫 拙稿，前掲，42－4ぺ・－ジ。   
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たいわば潜行塑価格切下げ者や，主として中小企業ブランドに依拠した革新者  

の出現と発展が指摘できよう。ディスカクント・ストアはこのグー・スに含まれ  

る。1950年代に多くの寡占企業が，ディスカクント・ストアの進出のため公正  
（ア4）  

取引を放棄していったといわれている。しかし，たとえばG・E・が1958年2月  

泉公正取引契約を破棄したのは，主として，ディスカクソト・ハクスの活動  

に皐るものといわれているが，同社ほ6月（おなじ経過をたどったParkerPen  

Co．ほ56年9月），ディーラ－せ厳密に．セレクトす■る最低価格方式のフランチ 

（76） ヤイズ制（1種の系列化政策とレて－の代理店制）を採用した0かかる，いわば  
tightdist工・ibution政策による実質的再販売価格維持ほ，法運用厳格化の状況下  

で，公正取引計画遂行の有力な方法あるいは補完手段として多くの寡占企業に  
（アの  

よって採用されるように．なった。したがって，この要因もまた過大評価しては  

ならない。1950年代に．公正取引を放棄し，その後もそれを採用していない企業  

は，公正取引法を有力な横秤として実施に・踏切っていた企業とおもわれる。だ  

からこそ同法運用の厳格化により－あわせてディスカウント・ストアの発展  

もあり－－それを放棄せざるをえ．なくなったのであろう0換言すれば，客観的  

には，「先走り」的価格維持のいわば1種の訂正がおこなわれるにすぎない○  

V19卸年までの再販売価格維持運動の展開  

アメリカに．おける再販売価格維持運動は19世紀末にほじまる0寡占企業の成  
立と製品差別化を基礎にした大規模全国広告の発展に伴なう有名ブランドの出  

現は，小売価格競争の激化と・宅・の寡占企業への「跳返り」をもたらし，これら  

が基準となって運動が展開された0以下に・おいて，われわれはカリフォルニア  

州の連動を中心にみてゆきたい。同州の運動が全国的なそれを先駆的かつ圧縮  
（77）  

した形で示しているからである。  

U4）S．MJLee，loc．C払，p・278ffl・  
仔劫 ∫∂揖．，pp‖275－6・  

U6）Cf．C．Ⅰ．KanterandS．G．Rosenbl11m，loc．cit．，p・324・  
珊 以下の叙述にさいレてはつぎの諸文献を参照した。Claudi11ST・M11Ⅰ■Cbison，   
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（Ⅰ）まずドラッグ製造業でほ，従来ヨーロッパの生産者がアメリカ市場を支  

配していたが，南北戦争中の国際緊張，輸入制限，戦時需要等という有利な条  
（ア8）  

件のもとで，強固な地位を築いた。ここに成立した全国的統一市場を背景紅，  

再販売価格維持の企てほ，1870年代，全国広告運動のパイオニアでもあった同  

部門において生じた○ それほ，まず Western Association of W埠01esale  

Druggistsによる卸商間価格競争の停止を目的にほじめられたのである。1880  

年代に．入ると，かかる運動ほいっそう進展し，それとともに種々の再販売価  
（79）  

格維持方法が開発される。たとえば，1881年，卸商ほトレイド・マ、－ク品を製  

造・販売していたメ－カーの同業組合Prop工ietoIS’Association of America  

（PAA）にたいし，価格競争排除のための「リベート・プラン」の採用を要求  

した。こ．のプランによれば，卸商は，かれが小売商に販売するのとおなじ価格  

＝リスト・プライスでメ・－・カ・－・より仕入れ，メーカーからほ．リベートを得るこ  

とに．よって価格切下げを排除できる。この方法ほ1898年までおこなわれた。ま  

たNWDA（NationalWholesale Druggist；Association）に結集した卸商ほ 

価格切下げ老が絶好の対象とする特許売薬のメ－カ一に圧力をくわえ，その取  

引をNWDAのメムバー・に限定し，かかるメーカー・・卸商の協力という形で標  

準価格を維持しようとした。これらの方法は，いずれも，コモン・ローのもと  

で合法とされたのである。   

Resale PY・ice Mdi’ntenance，1919，p．．98ff．；E．R。A．Seligman and R．A．   
Love，Ob．cii。，p．20ffn；FTCI，p．18ff．；FTCⅢ，p一・98ff・；Grether Ⅱ，p．   
83ff．；SelectCommittee onSmallBusiness，House of Representatives，Fair   
Trade：Thc Problem andiheIssues，1952，p．27 ff．；Work Progress Adminis・   
trationIState Price ConiroILegi．slaiion，． 
Survey，1942，p。ⅩⅩⅩiiff．；AいHaring，OP．cit．，pp。84－122；Joseph C．Pala・   
mountain，Jr．，The Polirtics qf’Distribution，1955，p．98 ff．．；E小T．Grether，  
‘‘Experiencein Califomia with Fair Trade Legislation Restricting Price   
Cutting，”CalijbY・nia 

記す），pp．640－700；Burton A．Zornand GeorgeJ．’Feldman，BusinessUnderthe   
Ⅳβ紗PγZcβエ〃紗ざ，1937，pp．275－316 

U8）F．MarionFlechter，Market Resiraintsi’n the RetailDY’ug Zndustry，1967，p 
24．  

㈹）その種類についてほ，FTCⅢ，p．99，参照。   
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上記の例ほディーラ－・主導型であるが，このことは初期の再販売価格維持運  

動がそうであったことをけっしていみしない。むしろぎゃくに．，1920年頃まで  

はメーカー・主導型が支配的であったといってよい。FTCの報告も，と．の時期の  

運動紅かんし，比較的少数の有名ブランドを生産して－いる「製造業者は再販売  
（80）  

価格維持の擁護と利用の点で前衛で奉った」とのぺている。   

ドラッグ業に．おけるかかる運動の成果の－・端ほ．，たとえば，1904年紅12の大  

手ドラッグ・メ、－カーが再販売価格維持契約を締結していたこと紅示されてい  

る。しかし，かかる措置も価格切下げを完全に防止しうるものではなかった。  

そ・のことは，プライス・カッターとして出発したドラッグ・チューンの急速な  
（81）  

発展虹よって証明されている。それゆえにこそ1898年のNARD結成へと導か  

れるのである。その後はドラッグ小売商が遊動の中心的推進者となり，それと  

同時把．全国的規模のものに発展する。  
（82）   

つぎ紅食品紅ついてみておくと，食品のばあい，カリフォ・ルエアではCRGA  

（CaliforniaRetailGrocer・s，阜SSdciation）がメトロポリタン・センターで活発  

におこなわれていた小売価格切下げを規制するため，1906年に最初の重要捨置  

をとった。すなわちCRGAほ，サン・フランシスコの製粉5社に．たいし，プロ  

フィタブルな小麦粉価格を設定しかつこれを維持することを要求したのであ  

る。しかし，それ紅賛成したのは1社だけだった。CRGAはさっそくメムバー  

紅同社をサポートするよう訴えたが，その結果，同社は数カ月後に最低再販売  

価格政策を採用したのである。   

こ・の他，再販売価格維持はトーキー，書籍，虚器異などでもかなりおこなわ  

れていた。   

さて，しかし，カリフォルニア紅おける最初の大規模な価格規制運動は，  

（80）FTCI，p．5．なおp．xxvii，も参照せよ。  
61）Cf．GodfreyM．Lebhar，Chai’nStoresinAmericG，b59－1962，3rded．，1963，   
Pp小43－44，倉本初夫訳『チ．＝．L－・ソストアー米国百年史』1964年，50－52ぺ・－・ジ。なお   

チ．ェ．－yの出現および発展の基礎については，F・M．Flechtez’，Ob．cit．，pp．24－・25，   

を参照せよ。  
（82）Cf小Lobenzo A．McI壬enIy，“Price Stabilization Attemptsin the Grocery   
Tradein California，”Journalqf■Marketirng，Vol．Ⅱ，No．2，Oct．1937．   
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1907年，価格切下げ紅悩む独立小売商が結成（1904年）したPacific Coast  

Grocers’Associationに．よってほじめられたいわゆるPacific coast planの推  

進である。このプランほ再販売価格をつけて通告する方法であるが，それをメ  

ーカーや卸商に．たいするアメ（価格維持者の積極的支持）とムチ（価格維持反  

対者のポイコッノりの政策によって補強した。この結果，実施数カ月後に，ロ  

スアンゼルス地区で50以上のメーカ－が再販売価格を維持していたといわれ  
（83）  

るが，じっさい紅は18メーカ－紅すぎなかったともいわれている。この再販売価  

格推持方法は，1909年，カリフォ・ルニア州裁判所で合法とされ，次年National  

Association of RetailGrocers（NARG）も支持したが，その採用は太平洋諸  

州にじじつ．上限定されて）、た。   

ここで注目されるのは，ドラッグでも食料品でも，かなりの数のメ－・カーや  

卸商が再販売価格維持陀．反対していることである。その原因ほ，根本的に．ほ，  

製造業界の編成＝競争構造に．ある。各企業のシェアほまだかなり変動的であっ  

たし，寡占体制も確立してはいなかったのである。さらに第2に，卸商の多  

くが，メー・カーによる再販売価格維持にたいし，従来享受してきた自主的価格  

決定を制限ないし奪うものとして反対したかまたほ消極的であったこと，第8  

に，小売同業組合のカがいまだ微力であったことによるものであろう。   

以上のごとく，今世紀初まで，．メ－カ一紅よる再販売価格維持ほ．－・般的では  

なかったが，その権利自体は無制限で，あきらかに・合法的行為とみなされてい  
（84）  

たのである。したがって，相対的に少数の有名ブランドのメー・カーほ，再額売  

価格維持を自己のとうぜんの権利とかんがえ，小売価格競争に伴なう「跳返り」  

をさけ，あるいほ激しい価格変動が提起する厄介なマ－ケティング上の問題を  

回避するため，、価格維持を企てた。とくに，特許品およびそれに類似している  

個 これらのメー・カ・－の規模紅ついては不明であるが，1911年，D工‖Miles事件虹鱒いす   

る判決（後述）を機に再販売価格維持をやめるものが続出したことから判断して，大多   

数は組織されたデイーラー・との力関係紅おいて劣位にある比較的小規模のメ・－・カ－・とお   

もわれる。  
幽1gO8年までに州裁判所の判決の4分の3は契約による価格拘束を完全に合法としてい   
たといわれる（E．R．A．Seligman and R．A．Love，OP・Cit．，p一24．）。   
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（85）  

特許売薬等に．かんしでそうであった。その－・般的方法は，メ－カーの指示価格  

以下で再販売しないとの書示契約を配給業者と結ぶやり方である。そして，そ 

れを補強するための色々なプランが実施されたが，そのうちとくに，1900年，  

PAA，NWDA，NARDの3老の間で，統一・的価格設定を目的紅実施された「三 

（86） 者協定」（Tri－partitePlan）が有名である。それは∴まずNARDがNWDAと協定  
して価格切下げ小売商のブラック・リストを提供し，後者は．PAAと協定して  

価格切下げ小売商拡販売しない卸商のリストを提供する方式である。これにほ  

数千のメムバーが参加したといわれ，かなり成功した。しかしこのプランも，  

あるていど当事者間の信頼関係に∴依存しているため，弱点をもっていたのであ  

る。それゆえ配給業者の同業組合は，メ－・カーにたいし，価格切下げ者を探知  

しやすぐするため，品目通し番号を付すことを要求したり，再販売価格維持契  

約の採用を要求したわけである。  

（ⅠⅠ）1890年制定のシャ－マン法は，さしあたり，かかる行為紅何の規制も加  

えなかった。それというのも，同法は，のちのクレイトン法とともに．，再販売  

価格維持を取引制限との関連で間犠的に・取扱っているにすぎないからである。  

したがって－，そ・の合法性の決定も，結局個々の事件紅さいしての法解釈に．委ね  

られていたのである。従来，それが再販売価格維持紅好意的であっただけで，  

すでにおこなわれていた再販売価格維持も，じつぼ，けっして強固な怯的基盤  

紅立つものではなかった○じじ？，そ・の後，第一革大戦までの期間，再販売価  

格にかんする判決は全体として混乱をきわめ，運動に・大きく水をさす。   

まず，1906年，Jayne v・Loder判決で，再販売価格維持のためのメ－カー  

またほ配給業者のコムビネージョンが，実質的にはカルテルだという理由でシ  

ャーマン法違反とされた。また，Bobbs・Merri11v．Snellenbergに．おいて，版  

権本の再販売価格には．じめて規制が加えられた。さら紅1907年のPark＆Sons  

脚 訴訟も同様に特許関係のものが多かった。その原因は第1に初期の再販売価格維持の   

多くが特許品に関連しておこなわれたこと，欝2に．たんに突約違反よりも特許梅侵害で   

起訴したはうが価格切下げ者への打撃が大きかったことにある（J∂紘，p．85）。  
郎）CfいFTC E［，pp．103－4・   
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Co．v．Hartman判決ほ特許品以外の再販売価格維持にfJ撃をあたえ，同行為  

の法的基礎の脆弱性がしだいに暴露されほじめる。そ・して，同年，既述の「三  

者協定」にたいして下された取引制限なる理由に．よるシャ－マン法違反判決  

は，再販売価格維持運動に．はっきり水をかけたのである。   

もちろん，反対の動きもあった。たとえば「三者協定」はじじつ上その後も  

長期間存続したといわれるし，法的な面でも1904－14年の問における50以上の  

訴訟事件で，裁判所は1っの例外もなく，再販売価格維持政策自体を容認し  

た。換言すれば，判決ほ，同行為に付随するコムビネ－ジョンと共謀行為を 

違法とした紅すぎないのである。かかる裁判所の好意的態度ほ，原告が1件の  

（87） みを例外として，すぺて再販売価格維持政策の採用者であることに・よっても推  
察されよう○またカリフヵ・ルニアでほ，1907年制定の反トラ・スト法（Ca工■モー  

Wr■ight法）が一時再販売価格維持派に．深刻な影沓をあたえたものの，1909年，  

C．P・Grogan v．H．G．Chaffeeにおいて，メーカ←の販売拒否なるおどしによ  

る標準価格維持が同州最高裁で認められた。それに加えて二，同年，カートライ  

ト法自体が修正され，『条理の原則』紅相当する規定を採用したため，いちじる  

（防） しく骨抜きにされたのである。この結果，再販売価格維持政策をとるものがぎ  
（89）  

やく紅多くなった。   

そしてGI■etbeIlこよれば，1909年1月1日現在で，再販売価格維持下にある  

品目は242，企業数は24（若干の最大企業を含む）であったのが，同年末に．12  

の企業が新しく加わり，品目も拡大し，11年に．はピL－ク紅蓮したといわれる。  

したがって，すくなくともカリフォ・ルニアに．かんする限り，再販売価格維持に 

（90） たいする法的規制は大巾に緩和されていた，とみなしてよい。   
しかし，それにもかかわらず上述の連邦裁判所の判決が再販売価格維持の広  

（87）Cf．E．R．A．Seligmanand R．A．Love，01，小 Cit．，pp・65，84－5・  

髄）「ユ907年のか－・トライト法通過および1909年の同法修正後，再販売価格コントロ・－ル   

の広範な極限が個々の企業にあたえられた」（GIetberⅡ，p．54）。  
恰功 L．A．．McHenI■y，わc．c払，p．122．  

働 カリフオ・ルニアと同様の状況はマナチ・．ユセッツ，ミズーリ・－，ニ・，ユー・ヨーク，ワシソ   

トソの各州において－みられた。   
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（91）  

範化を抑制する働きをしたことほ疑いないし，とくにリ1911年4月のD工■．Miles  

（92） MedicalCo．v．John D．PaIks＆SonsCo．匿おける連邦最高裁判決ほ，そ  

れまで，メ－カーが契約またほ協定に．より価格を維持するのほ，かれらのとう  
（9＄）  

ぜんの権利だとかんがえていた同行為の支持者に．，深刻な影響をあたえた。す  

なわち同判決に．よれば，再販売価格維持契約はメーカーが商品の所有権を手離  

したあともなおその商品の統一・売価の維持を強制するものであるが，それは所  

有権の譲渡を制限し，競争を制限する。また，メーれ－，卸・小売商間のコム  

ビネーションによる非特許品の販売価格維持も取引制限となり，いずれもレヤ  

－マン法違反行為だとしたのである。これによって，契約と通告（notice）に．よ  

る再販売価格維持の権利ほ一時許品・版権品以外－すべて否定された（も  

らろん，後述のどとく，このあと，裁判所の解釈が完全に．一致したわけではな  

いが，それに．して－もMiles判決が多くの州裁判所の判決を拘束したことは疑い  

ない）。また1903年のVictor TalkingMachineCo．v．TheFair以来認めら  

れていた特許独占に・もとづく再販売価格維持も，1913年のBauerv．0’Donnell  

以後否定される。   

カリフォルニアにおける運動もこの判決を機紅急速に．後退する。、CRGAは．メ  

ーカー・にたいししきりに．圧力をかけたが，11年にピークに．達した価格規制品目  

数ほ．，14年9月にほ1909年水準以下の216，さらに15年10月に．ほ69へと減少し  

たし，価格維持企業数も同様の傾向を示した。そして16年初に．CRGAは激しい  

再販売価格維持運動を展開した紅もかかわらず，わずか13メーカーが採用者り  
（94）  

ストに・記載されていた紅すぎない。   

もちろん，この急速な変化はたんに同判決にのみよるのではない。その底流  

（91）GIetheI■Ⅱ，p．84．  

細 腰告は，その製品を販売している卸・小売商にたいし，指示価格以下で再販売しない   

との書示契約を結ぶよう要求し，かつそれを実施していた。被告の卸商PaI七s＆Son＄   

Co．は他の卸商にたいし指示価格以下で自社に販売させ，、かつそれを小売商に．切下げ   

価格で販売した。  
（93）同判決以後，・そしてさらに連邦取引委員会法（FedeIaITradeCommissionAct）制  

定後ほ，価格切下げ者が原告に．なることが多くなった。  
醐 Cf．Ibid．，p．110；L．A．．McHenry，loc．．cii．，p．123．   
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に．は．T他の分野でも同様だが一食品製造業界の再編成や配給機構の変革の   

進展があったとみてよい。したがって，ディラー主導型再販売価格維持に．拘束   

されていたメー・カー1は同判決を利用して「脱出」したのであろうし，メー・カー 

主導型のばあいも，その政策の「手直し」の契機になったのであろう○おなじ   

ことはドラッグについても指摘しうる。1910年代の売上げ急増，メーカー・間競  
（9の   

争の激化紅よるシェア拡大のためのチェー・ンとの取引増加は再販売価格維持の  

基礎を揺がせた。これ軋加えて，しだいに顕著になった物価上昇は再販売価格  

維持に．たいするメーカーの態度を消極化させたとおもわれる。このような状況  

下でほ′，いかに強力な配給業老の同業組合といえども，再販売価格維持政策を  

メ、－・カー紅採用または持続させることはできない。メー・カー主導型においてほ 

いうまでもない。  

（ⅠⅠⅠ）再販売価格維持運動に有利な初期の判例がつぎつぎと覆えされ，初期   

の再販売価格維持の実施基盤の脆弱性，狭陰性が暴露されるとともに，さらに  

は製造・配給両部面把．おける再編成の進展に．よって，運動ほ大きい障害に・遭遇   

した。しかし，もちろん，・それが完全紅終臆したわけでほ．ない。再販売価格維  

持の合法性の範囲がなおきわめて不確定であり，個々のケース紅ついて－，裁判  

所がくだす判断が異なる－それは，独占的意図を実現する手段として，再販  

売価格維持よりも価格切下げを重視する見解が存在していたことによる－ば  

あいがあったととも一面では幸いした。たとえばカリフォ・ルニア最高裁は，  

1912年12月Chirardellv．HunsickeI叱おいて，メーカーと直抜取引していな  

い小売商紅たいするメL－カー紅よる価格規制をみとめた0これは，1909年修正  

カートライト法下把．おける再販売価格維持の合法性をほじめて確定したもので  

ある。すで紅のぺたごとく，かかるカリフォルニプの動向は全国的軋みれば法  

解釈の面では．例外的である。しかし，他州において－も「■地下潜行塾」のそれを度  

外視すれば，再販売価格維持の支持派ほ，Dr’・MilesMedicalCo・畢件以後，  

新しい合法的価格維持の方法を模索しはじめる。そのひとつの現われは，1914  

＠5）Cf．B．A．Zornand G．J・Feldman，Ob・Cit．，p・270・   
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年の全米商業会議所による価格維持を研究する1委員会の設置である0   

さて，かれらが発見した第1の方法は，メー・カーが指示した（suggested）小  

売価格以下で販売しないよう小売商に．通告し，違反者にほ．供給をストップ（販  

売を拒否）するやり方である。これはUnitedStatesv．Colgate＆Co．（1919  

（96） 年）その他で容認された。その理由は，第1に，価格維持の書示契約が締結さ  
れていない，第2に，販売者ほ顧客選択権をもち，価格維持違反等の理由で販  

売拒否をする（自己の自由意思を行使する）法的権利がある，というのであっ  

た。この判決の結果，書面に．よらない再販売価格維持は合法的だと一般にかん  

がえられるように．なった。   

さて，第2の方法は代理店（bona．fide agency）方式の採用である（United  

Stふtesv．GeneralElectricCo．，1926年）。たとえ應，G．E．は21，000店以上の  

「販売代理店（dealer－agents）」を指定し，それらの店に委託販売させたが，商  

品の所有権ほ，その商品がメーカー・の指示価格で再販売されるまでメーカーの  
（97）  

手中にあるため，有効な価格維持の方法となった。しかし，これはディーラー  

をじじつ上ン「メーカーのセールスマン」化するものである。   

第3の合法的方法としてほ，メーカー直営の小売店設置がある○   

以上のごとき方法により，一・部の寡占メーカ－は，再販売価格維持へのきぴ  

しい判決にもかかわらず，合法的紅それ紅成功していた。   

その他，－・時的にそれ紅成功したのは第一・次大戦中である。戦時経済下払お  

ける車需資材の緊急生産＝調達その他の特殊な要求をみたすことを口実に，政  
（98）  

府みずからの手で，あるいはじじつ上－いわば間接的ないし非合法形態の  

一価格固定化が広範囲常．わたっておこなわれ，かつ黙認されていた。大戦中  

にえたかかる経験ほ，やがて戦後の運動に拍車をかけること紅なる0   

しかしながら一最後の－・時的要因は論外として一上述の3方法とも，そ  

伽）販売拒否自体は，すでにI1915年，Great Atlantic＆PacificTea Co・V・Crea㌍Of   

WheatCo．に，おいて，クVイトン法にいう不当な取引制限ではないとされていた0  

即）′∂fd．．，p．283・  

（98）UnitedStatesFoodAdministrationは1917－18年の間，食品業にきびしい価格規制   
をおこなったし，1918年3月に政府ほPrice FixingCommitteeを創設した。   
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れぞれ重大な欠陥ないし制約性をもつ。たとえば合法的方法の第1も，Colgate  

社のどとき巨大企尭でほきわめて有効であったとはいえ，契約紅．よる方法より  
（99）  

もほるかに．費用がかかり，寡占企業の1部に．しか採用されえない難点をもつ。  

しかもさらに．，その後の判決はこの方法にもしだいにきびしいワクを設定して  

いったのである。この点で決定的な意義をもっていたのは1922年に判決がくだ  

ったFTCv．Beech－Nut Packing Co．である。FTCは．設立（1914年）以後．  

連邦取引委員会法界15条（不公正競争方法）の独自の解釈に．もとづき，再販売  
（100）  

価格維持把．反対する積極的活動をおこなったが，この事件はFTCがとりあげた  

最初のものである。   

Beech・・Nut Packing Co．は指示再販売価格を香いた廻状，プライス・リス  

ト，レター等を卸・小売商紅送り，卸商には指示価格で販売する小売商に．のみ  

販売することを要求し，同意しないものおよび指示価格を遵守しないものには 

販売を拒否する計画を実施していた。また同社は，価格切下げ者の身元を探知  

しうるよう，商品に連続番号またほジムポルを付す方式を採用するとともに，  

ディーヲ－，代理店，自社セールスマン等紅価格切下げ紅かんする報告を要求  

し，その要求軋もとづいて調査するというきびしい監視体制をとっていたので  

ある。   

かかる再販売価格維持の実施にたいし，合衆国最高裁は．，「Colgate原理」  

を何らかの一般的価格維持プランの策定にまで拡大適用することを拒否すると  

ともに，価格切下げ者発見紅有効なすべての方法を，発見者の報砦が自発的に 

なされるのでなければ，遵法とした（強制の禁止）。また，メーカーと卸・小売商  

との間のいかなる実効性ある協力をもおなじく違法としたのである（協同行為  

Og）E．R．A．Seligman andR・A・・Love，Ob・Cii．，p．64・  
帥1例をあげると，FTCによる再販売価格維持行為にたいする告訴数は1918年紅約20   

件，19年に．は32件に．も達した。その後BeecIトNut事件の最終判決への配慮から・一・時的  

に減少するが，23年以後ふたたび増加し，以年6月即日紅いたる2年間紅59件の告訴が   

なされた。このうち25年3月1白まで紅処理されたのはわずか15件で，うち10件は却下   
された（NationalIndustrialConference Board，Public Regulati－on qf■CombeiiPii2，e   

劫やや，1929，pp・・105－6）0なお，町Cのかかるきびしい態度も立法運動を刺激す   

る1E司となったであろう。   
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の禁止）。もちろん，同判決ほ再販売価格維持自体を違法行為とほ．しなかった  

し，．メーカーーが再販売価格を公表し，かつ推奨する権利と，それを無視された  

ほあいの販売拒否の権利（＝単純な販売拒否）ほ容認した。しかし，それ軋も  

かかわらず，この判決が，メーカ－がこ．れまで享受していた大巾な販売拒否権  

ないし顧客選択権に重大な制限を加え，かくして再販売価格維持に・実効性をも  

たせる強制の諸手段を大巾に制限したことほ明白である。この判決の結果，寡  

占企業のなかに．は，単純な販売拒否権という強制手段しかもたないため，価格  

切下げの完全な排除が困難紅なるものも現われた。そしてもし価格切下げの排  

除を徹底しようとすれば，違法な取引制限に．なるおそれが生じたのである。   

欝2の代理店方式も，司法省およぴFTCが反トラスト法違反との見解をとっ  

ていたほか，この方法牲，取扱い商品の価値的・使用価値的要件によって，適  

用範囲を大きく制限される。また，完全を期すには契約する小売商を厳格にセ  

レクトしなければならず，それは売上げの減少を招くおそれがある。そのうえ，  

契約したディー・ラーの実際の価格や販売方法を監視する必要もあろう。それ紅  

加えて最終的価値実現まで所有権を保持しなければならないため，金融面の  

負担が大きく，巨大企業でないと不可能である。さいどにもうひとつの難点  

は，保証マージンの水準の決定がむずかしいことである。安定高マ・－ジン保証  

は小売商へのインセンチイヴを乏しぐする。余り低いマー・汐ン紅すれば，かれ  
（101）  

らのレジスタンスが生じよう。   

第3の直営小売店方式紅ほ莫大な資本の繋縛が伴ない，利潤率低下の重要な  

原因となる。それゆえあまり一般性はない。  

（ⅠⅤ）このような状況下で再販売価格維持運動はヨリ強固な一般的基盤を求  

めてしだいにひとつの明確な方向に．進みほじめた。それはすなわち連邦レグェ  

ル払おける立法の要求である。かかる目的のもとに，早くも1918年，有名な  

㈹ 代理店方式の問題点に．ついては，詳しくはつぎの諸文献をみよ。B．AりZoI－n and   
G．）．Feldman，Ob．．cit．，pp・284T5；A．Haring，Ob．cii．．，pp・174－8Q；Henry   

F．Holtzclaw，The Princibles qfMarketi．ng，1935，pp．36→10；“Agency Systezn   

Of Resale Price▼Maintenance，，，Iowa Law Review，Vol．43，No…4，Summer  

1958，pp．．605－6 
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Louis D．Brandeisがその創設者の1人であるアメリカ公正取引同盟（Amer－  

ican Fair Trade League）が設立された。その中心ほ再販売価格維持問題に 

関心をもつトレイド・マJ・・・・・クまたほ．ブランドの製造業者グル－プであった。  

AFTLはその後20年間，積極的活動を続けるが，そのさいかれらほ．，．立法要求  

の実現に・有利と判断して，外見的紅ほ，小売商のために斗うという基本姿勢を  
（102）  

とり，みずからのインタレスト実現という側面を巧魂に．カムフラージ，ユした。   

さて，このAFTLその他の支持のもとに．，1914年2月，第63議会において，  

州際取引に．率いて契約に．よる再販売価格維持を合法化する最初の2法案（Ste－  
（103）  

VenSおよびMetz法案）が提出された。これにこたいする反対は，百貨店に，よっ  

て結成されたNationalRetailDry Goods Association（NRDGA）を中心に．お  
（104）  

こなわれる。このように，再販売価格維持をめぐる対立ほ，外見上ほ，小売タ  

イプ間の対立として展開されたのである。さて－，この連邦法は，聴聞会では証  

人25人全員が賛成したが，結局成立せず，州法も，運動の中心がそこ紅なかっ  

たこともあり，1914年，エコ．－・ ジャ－ジー州でブランド品メーカ－のグッド  

クイル擁護のため，通告に．よる再販売価格維持をみとめる法案が通過しただけ  

である。その後64－73議会の間，連続的に．提出された同様の法案もすべて葬ら  
（108）  

れた。   

第一・次大戦中ほ，既述の事情に．より，再販売価格維持法制定要求は減衰す  

る。しかし，戦後の一時的価格急騰期を除くと，1920年からの恐慌突入は激し  

い価格戦争をひき起こし，それは大規模チ・ェーンの急速な進出によって，繁栄  

期に入っても続いた。このような情勢のもとに．，独立商の再販売価格維持法へ  

の関心は非常に．高まり，運動もかつてみられないはどのスケ」－ルを誇るような  
（10の  

る。それゆえ，2q年代の運動の中心勢力とリーダーシップは，表面的紅．は小売  

㈹ Cf．FTCI，pp．45－8．  

¢昭 前者は生産者と小売商との契約でブランド品の小売価格を定め得るとした。後者は，   

ブランド品の生産者が商品紅注意書を付せば再販売価格を決定し得るとした。  
㈹1915年紅は再販売価格維持反対を目的にNationalTradeAssociationb；結成された。  

㈹ 詳細に．ついてはFTCI，pp．4レ13，参照。  
q鴫 カリフォルニア食品業では，1920年に．CRGAによる新たな運動がスター・卜し，一・定の   

成功を収めた（GretherⅡ，pp．112－3．を参照せよ）。   
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商に．移り，．メーカ－の動きは相対的に後景にしりぞいた。しかし，20年代にメ  
（107）  （108）  

－カーの関心が絶対的把．減じたとするのは疑問である。   

さて，かかる力こそが，1926年，連邦議会に．提出された再販売価格維持法  

実に．かんする，戦後でほはじめての聴聞会を聞かせたのである0しかし，それ  

もまた成立せず，27，29年上掟のCapper－Ⅹelly法案も同様の運命に・あう。か  

くして－，1914年から1933年に／いたる期間，連邦議会に・提出された約80の法案ほ  

いずれも葬られるのである。また州レヴュルでの再販売価格維持の取扱いに・つ  

いては相違があり，ニ．ユ．－・ジャ－ジ、一朝を除くと，若干の州でぬそれをコモ  

ン・ローまたは反トラスト州法のもとで容認したが，他の諸州でほざゃくに．遵  

法行為とした。そして，大多数の州裁判所ほ，この問題紅かんし判断をくだす  
（109）  

のを避けていたというのが実情である。  

ⅤⅠ用訓年代における再販売価格推持法体制の完成  

既述のごとく再販売価格維持要求は，19世紀末から叫・賞しておこなわれ，か  

なりの程度実施されていたのである。だが同時に・，またそれへの法的側面から  

の制約が加えられていたこともたしかであった。かかる状況下でアメリカ経済  

ほ1929年に腰じまる大恐慌へと突入する0大恐慌は，、それ紅伴なう「価格競争  
（110）  

のルネッサンス」に．よって，ぎゃく軋寡占企業およぴディーラーのもつ要求を  

つよく刺激し，かえって二公正取引法制定に必要な立体的条件を整備していった  

だけではない0決定的に・重要な岳は，大恐慌に・よって生じた体制的危機が，そ  

れを克服するためのアメリカ経済全体のカルテル化容認，したがってまた中小  

配給米者や寡占企業の再販売価格維持要箪を全面的に・受け入れる其の基盤とな  

った点である。これをぎゃくに小えば、再販売価格維持が，配給実にやける有  

力な不況克服策という大義名分をもったものとして要求できると同時に．，理論  

㈹ Select Committee on Smal1Business，Ob。Cれ，p…19．  

㈹1927年のある調査によれば，鋸9の製造業者のうち72．7％が公正取引法の制定に賛成   

し，反対はわずか21．5％であった（mCI江，Table9，p．．36）。  
㈹ WorkProgr寧SS Administration，OP．Cit．，p．XXXiii 

QlO ドラッグ業に．おける若干の例についてほ，Grether Ⅱ，pp…86－8，471－5，をみよ。   
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的に」は，全面救済塾再販売価格維持要求の傾向が強まるということである。そ 

して後者ほあきらか紅不況下のヨリ広範なディーラーの結束を促進するもので  

ある0写て旧中産階級の－・大構成部分をなす中小配給業者は，客観的に聴，こ  

のように．して：体制側に引きよせられ，温存が計られ，そして－ひとつの体制安定  

化装置となるこ．とが期待された。かくして，独占段階への移行にはじまる再販  

売価格維持要求は，その段階に‥おける体制的危機の深化の中でついにはぼ全面  

的実現をみることに．なる。そ・の過程を具体的にみてゆくことにしよう。  
（111）   

Capper－Ke11y法案が全米商業会議所から地方ディーラー組織にいたる約600  

の同業組合の支持と大々的キャンぺ－ンのもとに下院を通過はしたものの，81  

年1月上院で廃案に．されたあと，おなじ年，カリフォルニア州で内容的には  

Capper・Kelly法案の「州内版」（それゆえJunior Capper’－Kellyとよばれた）  

とでもいうべき法案が－後述の33年改正案も同様だが－ドラッグ商と薬剤  

師協会の役員の手で起草され，「公正取引法」鵬正確紅は「特定の（distin・  

guis‡1ed）トレイド・マーク，ブランドまたほ名称を付した標準品蜜商品の配給  

における有害かつ非経済的慣行からトレイド・マい・・・・・ク所有者，′配給業者，大衆  

を擁護する法」－なる名称のもとに提出され，成立した。同法ほトレイド・  

マー・ク（ないしブランド）品の生産者・所有者に．，当該商品が公正かつ公開の  

競争ヰ一に．あるばあい，契約に．よる再販売価格の設定を認めたものである。しか  

しCapper・Kelly法案のどとく適用除外品目は設けられなかったし，また仕入原  

価プラス20％マーク・アップまでの価格切下げを認めるという条項もなく，こ  

の点ではより拘束的なものになっ｛：いたといってよい。なおCapper－Ⅹelly法案  

川 配給業者の販売する，同一・品たることを示すトレイド・マークを付した商品につい   

て，契約による価格拘束を合法化したもの。同法案の特徴ほ償1に．，－・連の生活必需品   

を除外していることである。このことはその悪影響を当事者が容認してし 
すると同時に・，そのおよぶ鱒艶を制限しようとしていたことをいみする。さて第2に・，   

買手の指示価格以下での再販売を，仕入価格に20％のマL－ク・アップを付した価格以下   

でなければ認めた。これぬいわゆるpIiceflooI・の設定をいみする。その限りでは同法案   

はかなり弾力性に富むといって－よいであろう。第3に．，維持価格についての政府機関に   

よる監督を規定していた。さいごに，とうぜんのことではあるが，同法案ほメ巾カー   

間，配給業者のヨコの価格拘束を認めなかった。   
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とおなじく，同業者間の協定＝水平協定－一小売商はそれを希望したであろう  

が－ほ認め虜れなかった。   

「当時，この法律ほたいした関心をひきほ．しなかったし，同州または全国的  

（112） に．新たな発展をもたらしはしなかった」なぜなら，非契約者条項を含まないが  
ゆえに蘭カだったからである。同法ほ，合衆国最高裁に・よりしだいに・高まって  

きた現行再販売価格維持行為への潜在的脅威の予防という面を除けば，1909年  

の州最高裁判決以来認められていた権利を成文化したにすぎない。じじつ，同  

法制定後も，不況の深刻化のなかで価格切下げは主要都市に・おいて∴野放しであ  

った。そして・，価格が，規制されても，この時期にほ－その後もそうである  

が～主としてlosslimitationを目的とするStOp price（統一最低価格）が設定  
（118）  

されるか，またはリネト・プライスと最低価格との間で自由な選択を許すflex・  
（114）  

iblepriceplanが採用されたのである。これは不況と複合編成下紅ある小売  

業の複雑な状況に．たいするメーカーの弾力的対応，したがってまた小売商の要  

求をある程度無視した政策の採用を示す。かかる，価格固定にまでいたらない  
●●●●●  

価格規制の低段階の方策は．，一般的に・は「跳返り」の危険性をなお多分に残し  

ており，そ・の限りではメl－カー側にとって－も充分な措置とはいえない0 しか  
●●●●●●●●●●  

し，上記特殊状況下に・おいてほ，メーカーにとって大きい利点があるといっ  

てよい。   

さて，ここのような法律ほ小売業者・とくに・ドラッグ商のいちだんと激しくな  

った救済・保護要求を満すものではなかった。とこ・るが，1933年，非契約者条  

（116） 項を加えた修正案が通過し，一腰脚光をあびることになる。非契約者条項の挿  
入ほ，公正取引法を真に実効カあるものとし，そ・れに・よって，寡占企業のマー  

ケテイング政策と小売商の販売政策に重要な変化をあたえる槙梓となり得るも  

8均 GretheI・Ⅱ，p．18，なおp．84もみよb  
㈹ カリフォ・）V・ニア食品業でほ32年8月にStOppriceで販売されている品目は14メ～・カ   
－，36品目，33年9月で42メ－カー，120品目であった（G，retherI［，p・115）。  

（掴 Cf．A．，Haring，Ob．cit．，pp．172－3．  
㈹ これ紅かんする賛否両論については，Select Committee on Smal1Business，0♪・   

C〟．，pp．6ト4，をみよ。   
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のである。またそれほ一方では配給業者の結束を促し，他方では再販売価格維  

持に守肖極的なメーカーに．圧力をかけることを可能にすると同時に，かれらが従  

（11（さ） 来用いてきた逃げ口上を封鎖し，かくして再販売価格維持の拡散効果を有す。  
しかしながら当時の主たる関心ほNRA『規約』を通じての再販売価格維持に向  

けられていたので，88年修正カリフォルニア公正取引法は他州に．はあまり波及  

しなかった。   

NRA当局は，－・般に周蔵売価格維持に．反対であった。しかし小売業の『基本  

規約』が価格切下げの有害性を認めていたため，初廟の『規約』に．ほ，多数の  

エー－主としておとり販売禁止であったが一価格規制条項が含まれていた。ま  

た，メーカ－が再販売価格をコントロ－ルしうる各種の規定もあった。したが  

って，公正取引要求は，部分的にほ，NRA期に．おいて，いちおうほじめて全  

（11ア） 国的規模で実現し，ここに・，独自の公正取引法制定要求は，とくにグローサリ  
ー分野ではその特殊事情（続稿参照）もあって，減衰する。   

しかし，いうまでもなく，再販売価格維持派の要求がすべて実現されたので  

はない。たとえば，ドラック業は『規約』に・再販売価格維持規定を含めるべく執  

拗な努力を続けたが，losslmitation規定は得たものの，かかるいわば消極的  

保護策では，かれらが求めていた高マージン保証ほとうてい実現されるもので  

はなく，大い紅不満をもっていた。つまり NRA『規約』は．価格競争制限塾の消  

極的価格規制はいちおう認めたものの，積極的形態の再販売価格維持は－若  

干の例外はあるが－認めなかったのである。   

NRA後期の当局がとった価格規制政策の転換は，ドラッグ商の関心をいよ．  

いよ『規約』から遠ざけ，そ・れと対照的に．，1934年秋頃から，さきに．修正された  

カリフォルニア州の88年法が改めて－注目されはじめる。そして，NARDは公正  

取引法制定のための全国的キャンぺ－ンを，ドラッグ・メー・カーその他の支援  
（118）  

のもとに．，84年10月頃からはじめたのである。そのさい，激しいロビイングに  

㈹ Grether Ⅱ，ph85L．  

川 拙稿「NIRA期の小売業に．ついて」235ぺ一汐参照。  
¢1砂 Q．F．Walker・，わc．c払，p“50．   
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もかかわらずCapper・Kelly法案が成立しなかったこ．とから，連邦レヴ．＝．ルで  

の再販売価格維持法の成立を困難と判断し，運動の重点を州法の制定におくち  

とに．した。それと同時に．，カリフォ・ルエア州のごとく，すで把．制定している州  

でほ，それにもとづく実施に．非常な努力が払われた。   

NARDを中心としたこうした運動は，1935年5月のNRA崩壊に．より本格化  
（119）  

する。この運動が，あるいみに．おいて．－NRAの1成果すなわち同業組合組織の  

強化のうえに．，とくにNRA初期の価格規制の経験を継続・強化する色彩をお  

ぴていたの咋とうぜんである0以下に・おいて運動の具体的展開状況をみよう0   

非契約者条項を含む公正取引法を最初に制定したカリフォ・ルニア州では，再  

販売価格維持を実施するメ－・カーを積極的に支持し，実施しないメーカ－・に圧  

力を加えるため，公正取引委員会（Fair Trade Committee）をカリフォ・ルニア  

売薬協会のなかに．設置した。同委員会は一州法制定後各州、に．設置されたが  

－一再販売価格維持の中心となった。同年秋，かれらの活動ほチェーソや百貨  
（120）  

店の代表をも含むカリフォルニア公正取引連盟（California FairTr・ade Fed－  

eration）の組織的支援をうけた。またとくにドラッグ業ではいわゆるCapaiTI  

Planに．よる同業組合活動が活瀞化し，賛成メーカーへの協力と反対メ－カ－へ  

のボイコットが－・全国的に．もおこなわれたが一激しくなり，その圧力もあ  

って，同州では再販売価格維持プー・ムが起った。この結果，1934年7月，公正  

取引法のもとに．経営するメーカ－・と卸商の数は179，品目1，571に．達し，85年10  

月にほ253企業，1，899品目，さらに．86年8月には349企業，3，145品目へと倍増  
（12t）  

したのである。   

他方，NARDを中心とした全国的規模の立法運動ほ，公正取引法の合憲性に 

疑問がもたれていた允め，36年未までにわずか14州で成立したにすぎない。換  

言すれば，33－36年の間はいわば合恵性をテストする期間であったといってよ  

819 Cf。J．C．Palamountain，Jr’．，Ob．．cit．，p．235ff．  

㈹ その主目的ほできるだけ早く公正取引法把．たいする合衆国最高裁の合意判決を勝ち取   

ることであった。  
脚 GretherⅡ，p．100“その大多数は固定価格ではなく最低価格の設定であった（Gre・・   

tbeI■1V，p．641）。   
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い。しかしこの障害も，36年12月7日，カリフォルニア，イリノイ両州の公正  
（122）  

取引法にたいする合衆国最高裁の合意判決がくだったことに・よって除去され  

る。そ・の判決理由はつぎのごとき内容であった○すなわち，ブランド所有者の  

グッドウィルは巨額の広告投資に．よって生れた－ナ種の無形財産である0製造業  

老は販売把よって有形財産たる製品ほ手離すが，グッドウィルは手離さない。  

販売業者ほ価格切下げによって，製造業者のグッドウィルを傷つ仇その財産  

権を侵害するが，公正取引法の主目的はそれの擁護に・あり，価格拘束はその随  

伴物に．すぎない，というきわめて－独占弁護的なものであった。   

同判決の結乳 同法またはNARDのモデル法を模倣したタイプの公正取引法  
（128）  

制定ラッシュ．が起り，37年8月までに．新たに・28州が制定して合計42州に達す  

る。そして41年現在でミズリー・，プァ－モント，テキサスとコロムビア地区を  

除く全州に．おいて成立していたので卒る0内容をカムフラー・汐・ユした“公正取  

引法”なる魅惑的呼称のもとに，消費者その他に偲抗を組織する暇をあたえ・な  

いよう，迅速に．ことが運はれた成果といってよい。じっさいあまりに・も迅速す  

ぎて，もとのカリフォルニア法紅含まれていた2つの印刷上のミ．スが10州に・お  

いてこそのまま引きつがれていたはぎである。もちろん聴聞会開催も系統的軋阻  

止され，はじめて法案を通過させた82州のうらわずか3州で開かれたにすぎな  

（1餌）                                    （12の い。制定された各州法もとうぜんのことながらきわめて．一類似しており，45州の  
うら16州ほカリフォルニア法型，21州はNARDのモデル法型，そして8州が両  

者の折衷型であった0   

さて，1936年の合衆国最高裁における公正取引法合憲判決は，連邦レダニル  

における同法の成立にあかるい見通しをあたえた0じじつ，37年8月17日，州  

隙取引における再販売価格維持を合法化するミラー・タイディングズ法がコロ  

¢均 01d DeabornしDistributing′Co・V・Seagra甲Disti11ers Corp・，229，U・S・No・   

2，183．  

8狗詳しくは，Rudolf Cal1mann，The Lau，qf・t7hfdi・r Com♪etiiion a這♂ 
Marks，2nded．，Vol．5，1950，AppendixⅢ，pp・2250J2，をみよo  
掴 D．LyIICb，〃♪．c行．，p．147．  
晒 各州法の内容にンついては，WorkProgressAdministration，OPllCil・がもっとも詳   

しい。   
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ムビア地区の予約法案の追加条項として通過した。同法は，NARDの顧問  

Herbert Levyが85年に起草し，かれの友人MillardTydings上院議員がスボ  

ンサ一になって成立したものである。   

同法の内容ほ．，公正取引州法のもと紅「自由かつ公開の競争」がおこなわれ  

ているトレイド・マーク品にかんする再販売価格推持契約ないし協定を，州隙  

取引において：も認め，シャーマン法の禁止規定から除外（欝1条の修正）し，  

さらに．かかる契約ないし協定が連邦取引委員会法第5粂に．いう不公正競争では  

ない，とするものである。なお同法はもちろん水平協定を禁止した。しかし公  

（126） 正取引州法のばあいと同様，この法律が「多くの取引制限共謀の穏蔵物」（司  
法次官の言）となったこ．とほいうまでもない。   

ミラー・ タイディングズ法の成立に．よって，アメリカに．おける再販売価格推  

持法体制ほいちおうの完成を迎えることになる○換言すれば，再販売価格維持  

政策にたいする反寸ラスト法による取締りは不可能とされるに小たったのであ  

る。この結果，寡占企業による同政策の採用ほま一ったく何の法的畢肘もうけ  

ず，もっぱらみずからの意思決定に．委ねられることに．なった。しかし，じつ  

ほ，同法は非契約者条項について特別の承認をしていなかったため，夷約価格  

が非契約者を拘束する範囲についての解釈は，個々のケ、－スに．かんし裁判所守こ  

よってくだされるという不安定性を含んでいたのである。この間題点こそは第  

二次大戦後顕在化し，ついにはマタガイア法（McGuireAct）制定の原因とな  

る。  

ⅤⅠⅠ再販売価格推持運動と利害関係者   

（Ⅰ）製造企業の果した役割1930年代の公正取引法制定運動がNARDを中心  

紅進められたことほ，上述に．より明白であろう。では，この運動に．おいて寡  

占企業はいかなる役割を果したのであろうか。初期の再販売価格維持に．メー・カ  

ー・主導型が多いだけ紅，30年代以後に．おけるかれらの動勢は注目に．伍するので  

梱 D．LyI】Ch，〃♪．ぐ払．p．148．   
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ある。この点に．かんするひとつの代表的把え方は，たとえ．ばCla咋にみられ  

る。すなわち，かれに．よれば，チェーンその他の大規模小売商との取引が増加  

していた製造企業は．公正取引の支持にあまり熱心でなくなり，むしろそれ紅反  
（1：汀）  

対でさえあった，という。また，Gretherも製造企業の無関心ないし抵抗につ  
（128）  

いて語っている。   

しかしかかる把捏紅ほ疑問がある。なぜなら，第1に，製造企業の再販売価  

格維持にたいする消極化ないし反対の根拠が不明だからであり，第2に．，じじ  

つ認識においても誤りがあるからである。まず，前者に．ついて－みれば，欝1に・  

ClaI′kの指摘する理由（再販売価格維持に．反対する大規模小売商との取引盈増  

大）はけっして充分なものとほいえない。たしか紅再販売価格を維持すれば大  

規模商の抵抗に会い，しなければ独立商の抵抗に会うという「製造業者のディ  
（129）  

レムマ」ほ存在しえよう。しかし，公正取引法とほまさに・かかる「ディレムマ」  

を解消し，さらに，一般に配給業者にたいする製造企業の地位を高めるものな  

のである。さらに．，これと関連して大規模商に・よるプライグェ．イト・ブランド  

開発の積極化を恐れていた，という理由もしばしば指摘されるが，寡占企業に  

とってそれは重要な問題でほないし，プライグエイト・ブランドの開発自体に 

も大きい制約のあることを忘れてほならない○   

第2紅，製造企業紅強大な権限をあたえるところの公正取引法に反対する理  

由がなんらないことが指摘できる。もちろん，個別資本紅よってほ特殊・具体  

的事情紅より再販売価格維持を即時採用できないこともあろう0しかし，その  

ことほ反対ないし消極化の理由紅はならない。条件さえ整備されれば，それを  

ただちに資本蓄積の有力な横粁となしうるからである○小売価格競争の「跳返  

り」によりそれへの内在的要求をもつ企業である限り，その採否に関係なく公  

正取引法に反対する理由はないのである。そればかりでほない○再販売価格維  

脚 F．E．ClarkandC．P．Clark，PYIinciblesqf’Markeiing，3rded．．，1947，Pp・69ト2  
㈹ GretherI，pp．216－7；Grether Ⅱ，pp・7－8，349・・なお，つぎの諸文献も同様の   
見地に，立つ。TNECMonographNo・17，ppU189－91；JいCl・Palamountain，JI’u，OP・，   
め．，p．105♪〃ざ．ざど研；福田，前掲，260ぺ・－・ジ；片岡，前掲，95ページ○  
摘 F．E．．Clark andC．P．Clark，OP．cii。，p・698・   
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持への内在的要求がない製造企業に．おいてさえ，公正取引法および公正取引に  

反対する理由ほ存在しないといってよい。圧倒的紅有力なブランドないし寡占  

企業紅おいて：も，その将来が保証されているわけでほ．ないし，中小企業に・おい  

ても同法を利用する機会が絶麺ではないからである。   

第3に．，NIRA期に，ほとんどすべての製造業老『規約』に露骨な価格拘束条  

項が含まれて小たことをかんがえれば，80年代に・製造企業の状態がドラスティ  

ック紅転換したという見解はきわめてあやしくなってくる。   

さいごに，それに．よって寡占企業の「適正利潤」を侵蝕しかねない大規模小  
（180）  

売商の巨大な交渉力を殺ぐことが期待されたのである。この面からいえば，再  

販売価格維持は小売業界の複合編成型に．たいする新たな対応措置のひとつとし  

て把え．られる。   

以上のごとき理由により，われわれは製造業者反対・消極説が根拠のないも  

のとかんがえる。では，なぜかかる見解が生れたのであろうか。それ裾，まず  

第1に，特殊・具体的事情から再販売価格維持に「反対」する寡占企業や多く  

の中小企業が存在していたからである。とくに．後者にほ．，たとえばドラッグ部  

門では，NARDや州の公正取引委員会の圧力によって，魂ずからの意思に反し  

て「維持契約」を締結させられたもの（ディー・ラー主導型）も多かったのであ  

る。しかしこのことは，現時点におけるその採用への反対をい説こそすれ，再  

販売価格維持ないし公正取引法それ自体への反対を必らずしもいみしない。換  

言すれば，かれらほたんにディーヲL－主導型のそれに反対した紅すぎないので  

ある。さきの見解は，－おそらく，企業自体においてもこの点は曖昧であろ  

うが－この点の把握を誤ったのであろう。   

製造企業消極説ないし反対説の発生基盤ほ，第2に，NARDを中心とする小  

売商の運動の飛躍的発展によって，製造企業のそれが相対的に後景にしりぞい  

たこと紅ある。それに加えて，とく紅寡占企業が，NIRA後期以後いちだんと  

高給した反独占世論を顧慮してヨリ慎重になり，遊動の前面に・でなかっ牢「巧  

8細 CflAu HunteII，OPl・Cit．，p…2141なお，大規模小売商の交渉力を殺ぐ方法として   

は，ロビンソソ・パットマン法を利用したそれがある（詳しくは拙稿「30年代アメリカ   

における小売配給の諸問題（2）」29ぺ－汐以下参照）。   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



小売商と再販売価格維持（上）  359   － 77－  

妙なやり方」も影響していると魂てよい。かかるどヘイグイア－ほすでに／運動  

の初発，AFTL結成のさいにみられたことである。   

たしかに．，寡占企業が運動の前面虹でることほかえって疑惑を招き，運動自  

体に．とってマイナスとなったであろう。かれらもそのことを充分認識してご，  

NARDを表面に．立て，みずからはあくまで舞台裏にいて財政的支援その他に．よ  

（131） る強力なサボL－・トをおこなうにとどめたのである。それゆえ，NARDを中心と  
した運動は，セルフ・インタレストのためにおこなわれたとほいえ，客観的に 

ほ寡占企業のスポークスマンないし先兵の役割を果したともいえる。  

（ⅠⅠ）NARD再販売価格維持運動の長い歴史に．おいて－，ドラッグ商は－・賞し  

て前衛戦士であった。でほなぜ′ドラッグ商はかくも長期の，激しい運動を展  

開しえ／たのであろうか。その分野に・おいてとくに危機が深刻であったというこ  

とはできないし，またもっぱらたん紅少数のすぐれたリーダーがいたというこ  

とから説明するのも誤りであろう。配給業界の客観的に存在する危機を，意識  

的にはかなり先取りして遊動を展開できる基礎が業界にあったと衣なければな  
（182）  

らない0   

ドラッグ小売業がアメリカ小売業に．おいて：占める地位ほけっして高いとはい  

えない。むしろ食品業のはうがほるかに重要な地位を占めているといってよ  

い。しかし，ドラッグ業では小規模店が比較的すくないうえ，規模の点でも高  

度紅同質的であったことから，経営方法も類似し，その結果，一般に長い生存  

期間を享受して．いた。たとえ．ば，McGat’Ⅰ■yのバッファロー市に・おける調査紅  

よれば，ドラッグ商の「死亡率」は，食品，靴，ハードウェアの各小売商のう  

（188） ちもっとも低く，食品商のばあいの約3分の1紅すぎない。  
佃 Cf．Q．F．Walker，loc。Ci－t．，p．，337；LLRetai王er andConsumer Under the New   
Deal，，，Annals，Vol。73，p．109；R．P．Mack，Ob．cii．，p．92；Select Committee   
on Smal1Business，Ob．cit．，p．59 
㈹ ドラッグ産集金体の概観については，P・・C．01sen，rカβ肋γCゐα搾d～5≠乃gげかr鋸g   

Pγ0ゐcね，1931，を参照せよ。  
摘 Edml】nd D．McGaIT・y，肋γヂαJよf．γf〝月々fαgJrγαdβ，1930，p．24ff・しかし，もち   

ろんドラッグ経営自体に問題がなかったわけではない。それについては，U・S．Dept．   
Of Commerce，Bur．For．Dom、，Com．，DomesticCommerceSeries，No．59，Causes   
q／′如肋γβA〝多〃〝gヱ）γαgぶわγβざ，1932，pp．4－9，参周。   
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さらに．，このこ．とを反映して意識の面でも水準が高く，再販売価格維持への  

関心も相対的に強かった。たとえば，27年のFTCの調査では，非チェーン小売  

商の81．1％が再販売価格維持紅賛成したのにJたいし，ドラッグ小売商でほ96・0  
（134）  

％が賛成し，卸商の98・6％よりも多いのである。かかる高い翠識水準は，かれ  

らの大部分がいわゆ 

る。かれらは小売商のエリーートとして．，専門廟英人の誇りと各種の排他的優越  
（185）  

感をもっていたのである。これらの事情は内部の結束強化に．貢献すると同時に 

体制的危機，したがってまた配給業界のそれをいわば増幅し，先取りして受け  

とめる「先駆性」の基礎となろう。しかし他面でほその理論と実践の偏狂性，独  

尊性の基礎ともなる。とくに．第一・次大戦後のチェーンの急速な発展に・よる旧来  

の伝統的チャンネルの侵蝕と大恐慌は、こ．れをいっそう促進したといってよい0   

さて，NARDの寡占企業にたいする力関係がかなり有利であった原因は内部  

の団結力のつよさとともに，消費者が価格，品質等について一正確な判断をくだ  

せないこと，したがって小売商の助言に依存する度合いが－・寡占企業による  

広告活動ほそれを低下させるのでほあるが一相対的に．高く，したがって小売  

商のセールス・レ汐スタンヌが効果的だった点にもある。   

しかし，NARDのどとき強力な同業組合でも，製造業界の編成がきわめて競  

争的であれば，再販売価格維持を，短期的，1時的紅ほともかく，長期に・わた  

って強制しうるものではない。小売商側の強硬な要求も，それが寡占企業の要  

求と・一致していたからこそ長期の，安定的再販売価格維持がおこなわれ挙ので  

ある・－これが基本点である。  

（ⅠⅠⅠ）大規模小売商 百貨店とドライ・グッズ・ストアで構成されるNRDGA  

（1929年に．約4，000店，39年に約6，000店）は，スタッフと活動領域の点で最強  

の小売同業組合である。そのNRDGAは終始一貫再販売価格維持紅反対してい  

た。とくにMacy Co．（N．Y．）の猛烈な反対は有名である。ブランド品にかん  

し，小売価格の自主的決定権が奪われることによってその販売政策が大きく制  

（舶 FTCⅢ，p．78．  
㈹J．C．Palamou7）tain，Jr．，OP．cii．，p．93．   
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（18¢） 約されることを恐れたのである。じじつ，再販売価格維持はり すくなくともブ  
ランド品紅かんし，かれらを寡占企業のたんなる販売部たらしめるものである。   

しかし，NR工〉GAの内部が，再販売価格維持反対の線で固く結束していた  

とはい阜ない0有名ブランドの重要性の増大ほ必然的傾向であり，ストア・ロ  

イヤルティを高め，プライグエイト・ブランドに重点をおいた販売の段階ほす  

で紅過ぎ去っていることを，かれらほ充分認識していたに．らがいない。じっさ  

い，百貨店ほ標準化され，大患生産される非個性的商品の販売把．適した小売形  

態ではない。そのうえ百貨店の営業経費は増大傾向にあり，本格的競争の展開  

余地ほ限られていた。だからこそもっぱら商略的販売方法に依拠せざるをえ  

ず，したがってまた再販売価格維持紅反対せざるをえないのであった。しか  

し，同時に・とのこと鱒百貨店ないしドライ・グッズ・ストアの政策転換の可能  
（137）  

性を示して小る0じじつNRDqAのなかから動揺する店もかなり現われた○′そ  

してとくに価格規制のうち緩和された形態たるおどり販売を禁止する不公正取  

引慣行法ほこれを支持したのであった。   

つぎ紅通信販売店紅ついていえば，19∂7年1月のミラ－・タイディングズ法  

案の聴聞会でMailOrder Association of Americaの代表は，再販売価格維持  

をとくに重要な問題とはかんがえ．ないからとくべつの行動をとらない，とのべ  

（138） ている。しかしこれはきわめて「政策的」発言で，額面どおり受取れない。じ  
じつは，MOAAは再販売価格維持反対陣営の有力な一員であった。  

（189）  

（ⅠⅤ）食品チェーンの政策転換 チェー・ンの再販売価格維持紅たいする態度を  

量ることは，こん紅ちのいわゆる「流通革命」とチ．ェーソ形態粧・よる集中・集  

鏡の進展の時代に・おいて，大規模商の今後の一般的ピヘイグィアーを卜するう 

えで，きわめて重要であろう0  

8閲 この点は大規模チェーソ紅ついても同様である。詳しくは後述。なおmCⅡ，p．79；   

FTCI，p．5，参照のこと。  
㈹ 27年のm、Cゐ調査によれば，ドライ・グッズ・ストアでほ再販売価格維持賛成14，反   

対16，その他4，百貨店でほそれぞれ5，33，3であった（FTCⅡ，p．82）。  
掴 GI・etbeI・Ⅱ，p．245．  

q均 27年のFTCの調査ではチ㌧－ソの70．5％は再販売価格維持法の制定に．反対であり，賛   

成は26．1％であった（FTCⅡ，p．7＄）。   
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まず，食品チェ．－ソについていえ．ば，かれらは従来の政策を大きく転換し  

た。しかし，その転換は，ドラッグ・チェー・ソのように・，再販売価格維持によ  
◆●●●●●●●●●  

る高利滴マージンの保証という価格維持の積極的形態をとったわけではない0  
●●●■●●●●■  

● かれらほ価格維持の消極的形態としての「おとり販売」的価格切下げ防止を  

要求するようになったのである。かかる要求は，NIRA期に，6％の損失制限  

（losslimitation）条項に．おいて最初の，ついでその崩壊後はぼ同一・趣旨の不公  

正取引慣行法に．結実した。   

食品チェ．－ンにおけるかかる政策転換の筋芽ほっすでに．1929年のNational  

Chain Store Association の理事会に．提出されたある倫理綱領のなかにみら  

れる。そこではおとり販売（profitless selling）が不公正取引慣行として非難  

（140） されている。食品チェーンがそのシェアを飽和点ちかくにまで紘大し，成熟段  
階紅はいった20年代末に．ほ，独立店とのそれに代わってチェーン相互間の価格  

競争が前面にでて．せた。これがかかる転換の重要な一契機に・なったものとおも  

わ叫る。これ紅加えて－，不況期に・おける新たな革新者スーパL‾マ‾ケットの急  

速な成長がかかる転換をいっそう促進した。かくして，程度の差はあれ，ドラ  

ッグ・チェ－ンと同様，食品チェ－ソもまたその保守化傾向＝非価格競争志向  

をつよめていったのである。   

では，なぜ大規模食品チェーンほ再販売価格維持に反対したのであろうか○  

成熟段階に達した大規模食品チ．ェ－・ンほ，価格維持自体紅反対ではなかった○  

この点では独立商とかれらとの間に見解の対立はなかったとみてよい○だが問  

題は価格維持の方法紅あった。小売商がイニレアティグをもつヨコの統一行動  

による再販売価格維持は反トラスト法違反に・なる。そこで残された道は．タテの  

協調行動による以外紅ない。寡占企業紅再販売価格の設定権をあたえるこの方  

法咋・，すで紅のぺたごとく，小売商にとっては資本蓄積に重大な影響をあたえ  

る価格決定の自由の放棄＝寡占企業への直接的‾従属をいみしよう0独立商ほ，  

寡占企業による直接的支配を甘受してまでも，つまり商業資本としての「自立  

84ゆ R小Pり Mack，〃♪．c〃．，p．73．   
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性」の重要な侵害を受けても，なおかつかかる方法に賛成した。しかし，大規  

模食品チェーンほそれが，かれらの販売政策紅重要な変吏を迫るため，「自立  

的商業資本」として．－，それに反対したのである。かれらにとっては寡占企業と  
（141）  

の「カの均衡」（＝「自立性」）ほ決定的に重要であった。独立商と大規模食品  

チェーンとの間のかかる態度の相違の根源は，結局，客観的にほ」＼売業におけ  

る経営危機の度合いのちがいにあるといってよいだろう。   

さて，おとり販売禁止という消極的価格維持は上記の問題点を回避しうるう  

えに，これ紅よってチ．ェーンは一一方ではス－パーマーケット等の新たな革新者  

による激烈な価格競争軋伽をほめ，他方では独．立商との枠を設定された価格競  

争を有利に展開する可能性をあたえるものなのである。  

／  以上が大規模食品チェーンの消極的価格維持への賛成と積極的なそれへの反  

対の根本的理由である。しかしながら，現実の運動では，独立商は再販売価格  

維持（法制定）に．かならずしも熱心では．なく1むしろかれらはチェ∴－ンとおな  

じく不公正取引慣行法の制定を熱心に．要求した。これは，食品業において，公  

正取引法がカグァーんうる領域が，－・非ブランド 

一非常紅限られていたためである。それゆえ，独立商とチ・ェーンの外見上の  

相違はあまりないように．みえる。だが，それ紅もかかわらず，すでにみたよう  

紅，再販売価格維持をめぐる両者の態度の相違ほ本質的軋は重要な問題を提起  

しているのである。  

（Ⅴ）ドラッグ・チェーンの政策転換 食品チ．ェーソにたいしドラッグ・チ・ェ  

ーンのばあいはどうであろうか。ドラッグ・チェーーンにあって－は，大規模化に  

ともなう保守化傾向が大恐慌を契機に極端な形で露呈され，ドラスティックな  

政策転換をみせる。   

ドラッグ・チェーンは，高マL一汐ンの価格固定独立店の多い有利な状況下  

で，高能率経営，製造業着から獲得する高率の特別割引・控除－それは仕入  

佃）J勃d．，pp．74，9ト2小 このことは大規模チェ－ンが寡占企業の支配を受けていないこ   

とをけっしていみしない。   
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（142）  

れの5．2％にも達したといわれる。なお卸商では11．1％であった－それ紅加  

えて売上げの17．5％（1930年）にも達するプライヴエイト・ブランドの利用等  

にもとづく激しい価格競争により急速に．そのシェアを拡大して．いった。もちろ  

ん，その頃のドラッグ・チェ・－ンほ再販売価格維持の強力な反対者であった○  

そして，NARDの強硬な再販売価格維持要求は，ドラッグ・チェーンによるか  

かる侵蝕を部分的に反映してし、たといってよい。しかし，チ・ェ⊥ンはその地位  

が確立するに．つれ，その多くほ初期のドラスティックな価格切下げを緩和しほ  

じめた。そ・して，プライグェ．イト・ブランドについても，その低いコストにも  

かかわらず，ス、タンダード・ブランドとおなじかそれに近い価格を設定しはじ  

めたため，そのマージンほ平均63％にも達したといわれる（スタンダード・ブ  
（143）  

ランドのそれは．34～40％）。もちろん，プライヴュイト・ブランドの高マL一汐ン  

がスタンダー・ド。ブランドの安売りに．貢献するのは食品チェ・－ソに．おいて広く  

量られるが，ドラッグ・チェー・ンのばあいはスタンダード・ブランドの安売り  

度合いが緩和されていくなかでおこ／なわれたことに問題がある。プライグ．エイ  

ト・ブランドは，食品チ．三－ンのばあいと異なり，製造業者との対抗上の，し  

たがっでまた価格競争展開上の有力手段として－のいみをしだいに失っていくの  

である。   

このように．，ドラッグ・チェ－ンほ，食品チェーンはど低いコストを価格低  
（144）  

下の形で消費者に還元せず，価格競争の展開ほきわめて不徹底となった。これ  

を独立南側からみれば，ドラッグ・チェーンほかれらに．とって価格競争上の強  

敵ではなかった，というこ．とである。  
（145）   

大規模ドラッグ・チェ－ンは低価格販売による－・定のシェア確保＝定着とと  

も紅，しだいに．高売上げに．よる高収益率の実現から，あたえられた売上げのもと  

㈹J．C．Palamountain，Jr．，Ob．cit．，p．91．  
㈹〃記．，pp．102－3 
仏側 それゆえ，たとえば指導的チェー・ンの1928－30年間の平均売上収益率ほ，食品チセ∵－ 

ソのはあい2．82％であったのにたいし，ドラッグ・チェ・－・ンでは4．21％にも達した  

（∫∂柑．，p．103）。  

㈹ 全体的には29年18．5％，39年24い2％であった。   
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紅おけるマージン引上げに．よる高収益率の実現という安易な保守的政策へと転  

換していったのである。かかる傾向ほ，製造業，配給業のいかんを問わず大規  

模化に必戯的かつ－・般的といってよいが，ドラッグ・チェーンのばあいほそれ  

がとくに．顕著であった。そしてドラッグ・チェ－ンのかかる転換は，さら紅，  

以下の諸事情に．よっていっそう促進される。すなわち，その第1は，大恐慌紅  

伴う売上げの減少である。29年に1店当り売上げが11・64万ドルで，平均純利  

益率3％であったのが，81年に．ば売上げが10・5万ドルで若干の赤字をだし，  
（146）  

さら紅82年・にほ売上げ9．0万ドルで3％の赤字をだしていたのである○この結  

果，ドラッグ・チェーンは売上げ増大よりもマ－・ジン確保ないし引上げのはう  

に凝カを傾注することに．なる○   

第2に，ドラッグ部門における高マージン政策が参入を誘発し，主として，  

百貨店に・よる安売りがおこなわれたことである？さらに第3ほ・，独立の価格切  

下げ店の出現で，主として不況期に生じ，固定設備の貧弱さから“pine・・board”  
（147）  

store；と蔑称された。この百貨店と，“pine・board”storesは30年代初期の激し  

い価格競争を主導した。とくに後者は不況中に・大きく伸び，「この新しい形q競  

争の結果，多くの大規模チェーンほオーソドックスな卸商や小売商とともに価  
（148）  

格安定を擁護」するように・なったとさえいわれるほど重要な影響をあたえた0   

さて，上述のごとき諸事情から，大規模チェーンほ再販売価格維持へと大き  

く政策転換する。すなわち，まず1932年，ドラッグ・チ・ェーンのトップ企業  

C．R．Walgreenの社長は，最高価格と最低価格を設定し，その中間領域につ  

いては小売商が自由に価格設定できる再販売価格維持プランを提案する○この  

政策転換K L．K．Ligget，PeoplesDrug，その他の指導的チ・ェ－ンもただち  

をこフォ・ローした。  

8咄 GルM・LebbaI’，〃タ・d才・・pい113，訳128ぺ－ジ。  

囲 商品陳列棚やカウンター・そ・の他の固定設備が安物の松材で作られていることに由来す   
る名称。一・般に取扱い商品数は限られ，／ト規模で，低地代の場所に所在していた。その   

成功は一・時的であった。  
㈹ B小A．Zorn and G．J．Feldman，Ob‖ Cit．．，pル271ル なお G．M・Lebhar，0♪．   
ぐ払，p．113，訳128ぺ－汐，も参照せよ。   
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（149）   

さて，この提案は，HaI′ingも指摘してヽ、るように．，チ・ェーンでさえ．おとり的  

価格切下げに．，・一・般的には価格競争に．，嫌気がさしてきていることを示してヽ、  

るが，それと同時に．，－・それにほ充分客観的根拠があるといってよいが一  

大規模チ・ェ－ンほ．，「長期的に．みて」再販売価格維持に．よって得るものがきわ  
（180）  

めて大きいと判断していたのであろう。なぜなら，大規模，高能率経営に・もと  

づく独立商との生産性その他の格差は，再販売価格維持品にかんしその最低価  

格での販売を可能にすることによって，．低価格店の評判を維持できると同時  

に，他方では高マ、－ジンのプライヴェ．イト・ブランドをプッレーユ．でき，かくし  

て－独立商との蓄積率の格差が安定的に保証されるからである。そればかりでは  

ない。これに．よって一かれらにとって脅威となっていた百貨店や‘‘pine・board”  

StOreSの活動をも規制しうるであろう。また，上記二重価格制でほなく，統一 

価格制が採用されたとしても，設備のよい大規模チェ－ソの非価格競争におけ  

る有利さは明白である。ヨリー・般化していえば，再販売価格維持は，ヨリ能率  

的大規模小売商の利点をうばうとほ．いえず，ただその利点の発現形態を変える  

だけだ，ということである。だからこそ，独立蘭のなかに・ほ再販売価格維持が  

大規模チ・ェーンを刺するとして，それに反対するものがいたのである。  

（1968．10．16）  

¢梱 A．Ha工ing，〃♪．c葎．．p．202．  

㈹ Cf．Grethez・Ⅰ，p．351；GretherII，p．、250；Select Committee onSmall血s・  
iness，0♪．．d■才．，p．．57．   
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